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（３）「令和３年度東京都市長会主要行事日程（案）」 

について （42 ページ） 
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１ 東京都等からの連絡事項 

 

（１）「『未来の東京』戦略（案）」について 

資料 １ 

 

 

 

 

 

- 3 -



「未来の東京」戦略（案）
〜渋沢・後藤の精神を受け継ぎ、新たな地平を切り拓く〜

令和３ (2021) 年２⽉

1 1

資 料 １
令 和 ３ 年 ２ ⽉
東京都政策企画局
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新型コロナの感染拡大
 2019年12⽉に初めて確認された新型コロナは、瞬く間

に世界中に広がった。2020年３⽉には世界保健機関
（ＷＨＯ）が、世界的な⼤流⾏を意味する「パンデミッ
ク」を宣⾔。数次にわたる感染拡⼤の波、感染⼒が強い
とみられる変異株の発⽣など、感染は⻑期化かつ深刻化
し、我々は、厳しい闘いの真っただ中にある。

 社会経済活動の制限、外出や移動の⾃粛、医療体制の逼
迫。新型コロナとの闘いは世界に甚⼤な影響を及ぼし、
人々の生命に加え、当たり前だと思っていた「普通の日
常」をも奪い去った。

 人類と感染症の歴史は深く、その始まりは紀元前からと
も⾔われている。これまで未知の感染症と闘ってきた人
類は、今再び、乗り越えなければならない大きな危機に
直面している。

今、人類は、「感染症の脅威」と「気候危機」という、大きな危機に直面している。
この２つの大きな危機を克服し、明るい未来を切り拓き、豊かな地球を次代へ引き継がなければならない。

大きな危機を乗り越え
人類、そして豊かな地球を未来へ
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国連のIPCC（気候変動に関する政府間パネル）が
示した排出シナリオのうち、最も気温上昇が高く
なるシナリオ（４℃前後の上昇を予測するRCP8.5
シナリオ）に基づく、2100年の地球の状況を表し
たもの。⾚⇒⻩⾊⇒⽩へと⾊が移り変わるにつれ
て、気温の上昇幅が⼤きくなる。（シミュレー
ション・データ提供︓国⽴環境研究所）

気候危機
 人類の未来を脅かしているのは感染症だけではない。毎

年のように、地球温暖化が⼀因ともされる森林⽕災や記
録的な猛暑、豪⾬などの⾃然災害に⾒舞われており、気
候変動の影響は人々の⾝近な⽣活領域にまで及んでいる。
地球環境を取り巻く問題は、歴史的な転換点を迎えてお
り、まさに「気候危機」と呼ぶべき状況である。

 新型コロナによる社会経済活動の停滞で、二酸化炭素排
出量が⼤幅に減少し、⼤気環境には改善がみられた。こ
れを奇貨に、脱炭素に向けて⾏動を大きく変える契機と
しなければならない。

 どんな⾏動をとればどんな未来が待っているか。ポイン
トオブノーリターン（引き返し不能点）に差しかかって
いるという危機感を強く持ち、取組を加速していく必要
がある。かけがえのない豊かな地球を将来に遺すに、ラ
ストチャンスである今の選択が、未来の地球の運命を
握っている。

※ デジタル地球儀
リアルタイムの気象情報や⽣物の移動、地球温暖化の状況など、地球の過去・

現在・未来を映し出すことができるデジタル技術を活用した世界初のインタラク
ティブ（双⽅向）な地球儀（開発製作︓NPO法人Earth Literacy Program)

QRコードを読み取ると、地球温暖化の未来
予測の動画をご覧いただけます。

デジタル地球儀※が表す地球の変化
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大胆な展望により、持続可能な「未来の東京」を切り拓く
過去の幾多の困難に対して、渋沢栄一や後藤新平をはじめとする偉⼤な先人たちは、「持続可能性」を希求

し、先⾒性と確固たる信念、絶え間ない努⼒で乗り越え、東京・日本の礎を築いてきた。
経済や社会の姿が⼤きく変貌を遂げる今だからこそ、先人たちの精神を受け継ぎ、これまでの延⻑線にとら

われない大胆な発想で未来を構想し、果敢に挑戦を積み重ねていかなければならない。

渋沢栄一（写真︓国⽴国会図書館）
＜1840－1931＞

渋沢栄一 〜誰一人取り残さない社会の実践「道徳経済合一説」〜
 日本資本主義の父と呼ばれる渋沢栄一は、多くの企業設⽴に携わる⼀⽅で、私利を追

わず公益を図るとの信念のもと、当時の東京府・東京市が運営した養育院の初代院⻑
を半世紀にわたり務めるなど、約600もの社会貢献活動に尽⼒した。

 また、人間らしい生活を送ることができる緑豊かな環境を提供するため、郊外に住宅
都市を建設する事業にも取り組んだ。この事業は、鉄道沿線のまちづくりの原型と
なっており、東京のまちづくりに⼤きな影響を与えている。

 「国全体が豊かになるためには、経済発展の利益を独占するのではなく社会に還元す
ることが大切である」という渋沢が唱えた「道徳経済合一説」は、誰⼀人取り残さな
い、多様性と包摂性に富んだ持続可能な社会を追求するという意味で、我々への示唆
に富んでいる。

養育院初代院⻑

hibusawa Eiichi
4
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後藤新平（写真︓国⽴国会図書館）
＜1857－1929＞

後藤新平 〜100年経っても⾊褪せない「人間中⼼」の都市思想〜
 第７代東京市⻑を務めた後藤新平は、1923年の関東⼤震災後、帝都復興院総裁として、

「帝都復興計画」を策定した。当時の国家予算を⼤きく超える壮⼤な計画は「⼤⾵呂敷」と
⾔われたが、昭和通り、靖国通りなどの道路や隅⽥公園をはじめとする公園など、現在の東
京の都市基盤の骨格が整備された。

 日清戦争当時、コレラが⼤流⾏していた中国から帰還する約20万人の兵⼠に対して、瀬⼾
内海の島々に検疫施設を整備し、３か⽉で検疫を成し遂げた。さらに、台湾総督府⺠政局⻑
時には、衛⽣環境改善に尽⼒し、台湾の公衆衛生の礎を築いた。「人間中⼼」の都市思想や、
世界でも前例のない⼤規模検疫を実施した大胆な発想と実⾏⼒に学ぶべきものが多い。

第７代東京市⻑

oto Shinpei
今、問われているのは「持続可能性」である。豊かな地球・安全安心な社会を次の世代へつない

でいけるかは、今後10年間の具体的な「⾏動」にかかっている。渋沢栄一と後藤新平をはじめと
した先人たちの精神を受け継ぎ、我々の⾏動で新たな地平を切り拓いていかなければならない。

「『未来の東京』戦略」は、⼤都市東京の責務として、地球規模の大きな課題に果敢に挑戦し克
服する中で、成⻑と成熟が両⽴した持続可能な都市・東京を創り上げていくための羅針盤である。

5
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○ 新型コロナの危機は、テレワークの普及など、私た
ちの暮らしや働き⽅に⼤きな変化をもたらすと同時
に、デジタル化の遅れなど、日本社会が抱える構造
的な課題を改めて浮き彫りにした。

○ デジタル化やモビリティ革命、脱炭素化の動き、⾃
然と都市機能の調和、国際⾦融センターなど、都を
取り巻く環境の厳しさに強い危機感を持ち、ギアを
上げて取組を加速していかなければ、世界の競争か
ら大きく取り残されかねない。

○ 国難ともいえる危機に直面している今だからこそ、
変革の本質を⾒極め、課題の根源まで踏み込んで構
造改⾰を強⼒に推進していく。

○ 政策展開に当たっては、新型コロナで疲弊した経済、
社会、人々のマインドを回復させながら、未来に向
けた復興を⽬指す必要がある。

○ 気候危機への対処を図りながら経済復興を⽬指すと
いう世界の潮流を、環境だけでなく、人々の持続可
能な生活を実現する観点にまで広げた「サステナブ
ル・リカバリー（持続可能な回復）」を進めていく。

○ 単に新型コロナ以前の社会に戻すのではなく、「サ
ステナブル・リカバリー」の視点から政策のバー
ジョンアップを図り、状況の変化にしなやかに対応
しながら、新たな価値を⽣み出す強靭で持続可能な
社会を創り上げていく。

「構造改⾰」を強⼒に推進
〜課題の根源まで踏み込んで改革を推進〜

「サステナブル・リカバリー」の実現
〜強靭で持続可能な社会へ〜

新型コロナによる人々の価値観や社会のあり様の変化を展望し、「構造改⾰」と「サステナブル・リカバリー」
の２つの⼤きな考え⽅を「未来の東京」戦略の軸に据えて、政策を展開していく。

「『未来の東京』戦略」を展開するスタンス

6
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「成⻑」と「成熟」が
両⽴した未来の東京

 「人が輝く」を中⼼に、「安全安心」「世界をリードする」「美しい」「楽しい」「オールジャパンで進む」
東京をベースとして、⽬指す2040年代の東京の姿である「ビジョン」を提示する。

 この「ビジョン」を実現する2030年に向けた「戦略」と戦略実⾏のための「推進プロジェクト」によって、
「３つのシティ」が進化し、「成⻑」と「成熟」が両⽴した未来の東京を実現していく。

※ 「未来の東京」戦略は、新たな都政の羅針盤として策定する都の総合計画であり、「まち・ひと・しごと創⽣法」（平成26年法律第136号）第９条
第１項にいう「都道府県まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」に位置付ける。本戦略に記載する政策⽬標については、同戦略上の重要業績評価指標
（ＫＰＩ）として位置付ける。

戦略実⾏のための
「推進プロジェクト」

2030年に向けた
「戦略」

⽬指す2040年代の東京の姿「ビジョン」

「３か年のアクションプラン」

「未来の東京」戦略

セーフ シティ

ダイバーシティ

スマート シティ

実現

未来の東京の実現に向けた「ビジョン」と「戦略」

7
- 10 -



おおむね四半世紀先である2040年代を念頭に、我々が⽬指す「未来の東京」の姿を提⽰

01 子供の笑顔と子供を産み育てたい人で溢れ、
家族の絆と社会が支える東京

02 新たな教育モデルにより、すべての子供・若者が
将来への希望を持って、自ら伸び、育つ東京

03 ⼥性が自らの希望に応じた生き⽅を選択し、
自分らしく輝いている東京

04 ⾼齢者が人生100年時代に元気に活躍し、
⼼豊かに暮らす東京

05 誰もが自分らしくポジティブに働き、活躍できる東京
06 様々な人が共に暮らし、多様性に富んだ東京
07 誰もが集い、支え合う居場所・

コミュニティが地域の至る所に存在する東京
08 災害の脅威から都⺠を守る強靭で美しい東京
09 犯罪、事故、火災への対処、病気への備えなど、

暮らしの安⼼が守られた東京
10 ⾼度な都市機能と自然が調和し、人が集い、憩う東京

11 最⾼の交通ネットワークが構築された便利で快適な東京
12 デジタルの⼒で東京のポテンシャルを引き出し、都⺠が質の

⾼い生活を送る「スマート東京」(東京版Society 5.0)
13 世界中からヒト・モノ・カネ・情報が集まる、

世界一オープンな東京
14 次々と新しい産業が生まれる、

世界一のスタートアップ都市・東京
15 世界一の⾼い生産性を実現した、世界経済を牽引する東京
16 水と緑を一層豊かにし、ゆとりと潤いのある東京
17 ゼロエミッション東京
18 文化やエンターテインメントで世界を惹きつける東京
19 スポーツが日常に溶け込んでいる、

スポーツフィールド・東京
20 全国各地との連携を深め、真の共存共栄を実現した東京

我々が⽬指す2040年代の20の「ビジョン」
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戦略０ 感染症に打ち克つ戦略
戦略１ 子供の笑顔のための戦略
戦略２ 子供の「伸びる・育つ」応援戦略
戦略３ ⼥性の活躍推進戦略
戦略４ ⻑寿（Chōju）社会実現戦略
戦略５ 誰もが輝く働き⽅実現戦略
戦略６ ダイバーシティ・共生社会戦略
戦略７ 「住まい」と「地域」を大切にする戦略
戦略８ 安全・安⼼なまちづくり戦略
戦略９ 都市の機能をさらに⾼める戦略
戦略10 スマート東京・TOKYO Data Highway戦略

戦略11 スタートアップ都市・東京戦略
戦略12 稼ぐ東京・イノベーション戦略
戦略13 水と緑溢れる東京戦略
戦略14 ゼロエミッション東京戦略
戦略15 文化・エンターテインメント都市戦略
戦略16 スポーツフィールド東京戦略
戦略17 多摩・島しょ振興戦略
戦略18 オールジャパン連携戦略
戦略19 オリンピック・パラリンピックレガシー戦略
戦略20 都政の構造改⾰戦略

 未来の東京を切り拓くために、新型コロナに打ち克つ取組を戦略０に位置付ける
 政策面からの視点である３C（Community、Children、Chōju）を、戦略の核に据える

 戦略ビジョンに盛り込んだ戦略実⾏のための「推進プロジェクト」をもとに、新型コロナの影響を踏まえて、
全体を再構築し、122の「推進プロジェクト」として整理している。

※必要に応じて組織横断的な推進チームを設置し、取組の具体化を図る。
 「推進プロジェクト」ごとに、取組内容やスキームをビジュアルで分かりやすく示すとともに、具体的な施

策である「３か年のアクションプラン」と2030年への展開を示している。
 「推進プロジェクト」ごとに、ＳＤＧｓの17のゴールとの関係を明らかにしている。

20＋１の「戦略」

122の「推進プロジェクト」

「ビジョン」の実現に向け、2030年に向けて取り組むべき20＋１の戦略を提示

2030年に向けた「戦略」と「推進プロジェクト」
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■ 東京ベイｅＳＧプロジェクト
■ ゼロエミッション東京・水素社会実現プロジェクト
■ 「国際⾦融都市・東京」実現プロジェクト
■ TOKYO Data Highwayプロジェクト
■ チーム2.07プロジェクト

■ 新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト
■ 自分らしく暮らせる“Chōju”東京プロジェクト
■ 「みんなの居場所」創出プロジェクト
■ 新たな時代の働き⽅支援プロジェクト
■ 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト

■ 人中⼼の歩きやすいまちづくりプロジェクト
■ 緑溢れる東京プロジェクト
■ 無電柱化推進プロジェクト
■ 魅⼒ある観光コンテンツ創出プロジェクト
■ 世界一の美食都市実現プロジェクト 10
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ゼロエミッション東京・水素社会実現プロジェクト

都が先導的な取組を進め、世界のショーケースとなるようゼロエミッション東京戦略をバージョンアップ

○ 2050年までに「ゼロエミッション東京」を実現するため、「気候⾮常事態を超えて⾏動を加速する宣⾔」
に基づき、あらゆる手段を用いて、具体的な取組を推進

戦略14 ゼロエミッション東京戦略

「2030年・50％削減」の実現に向けて「2030・カーボンハーフスタイル」を提起し、
気候変動への取組をこれまで以上に深化

日本の首都・世界の大都市として、気候変動対策について意欲的な⽬標を提示

温室効果ガス削減︓2030年までに、2000年⽐50%削減 再エネ電⼒利用︓2030年までに、電⼒利用割合50％程度

2021年度を「⾮ガソリン化元年」と位置付け、包括的に取組を実施 まちづくりでの
再エネ由来水素の活用

●再エネ由来水素設備
などの先端技術を取
り入れた取組を推進

水素関連
企業間連携の推進

●水素関連
企業と連携

●商用ＦＣ⾞両
など、首都圏の
水素需要を創出

燃料電池自動⾞の拡大
●ＦＣＶ・ＦＣバスや水素

ステーション補助の拡⼤
●マルチエネルギーステ

ーション化の支援

東京が環境先進都市として世界をリード

⾏動を加速‼

⾞両（購入・開発）
●国と連携した補助額

の上乗せなどによる
⾞両補助の拡充

●開発促進型補助の
検討

インフラ整備
●充電設備補助の拡充
●ＥＶバイクのバッテ

リーシェア導入支援

普及啓発
●ＥＶやＦＣＶを用い

たレースや、ＥＶバ
イクを用いたイベン
トの開催等によるム
ーブメントの創出

➤➤ 気候変動対策に係るあらゆる施策について、サステナブル・リカバリーの視点に⽴って強化を図っていく

都内新⾞販売の ⼆輪⾞を2035年までに
乗用⾞を2030年までに ⾮ガソリン化 水素社会実現プロジェクトを新たに創設

H₂

バッテリー交換

（イメージ）

「東京水素イニシアティブ」
オンライン会議の様子

燃料電池⾃動⾞
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TOKYO Data Highwayプロジェクト
○ 通信事業者による５Ｇ基地局の設置促進や都内区市町村等との連携強化により、「つながる東京」を早期に実現
○ 「スマート東京」先⾏実施エリアにおいて、５Ｇと先端技術を活用した分野横断的なサービスの都市実装を重点

的に推進し、その成果を都内区市町村へ横展開することで、東京版Society 5.0「スマート東京」を実現
戦略10 スマート東京・TOKYO Data Highway戦略

「スマート東京」の実現

 先端技術開発を担うスタートアップやｅスポーツ関連
企業等の進出を支援

 ⾃動運転技術を活用したビジネスモデルの構築を支援
 最先端技術を活用したイベント支援など、まち全体を

ショーケース化

 八丈島において、小中学校における教育のデ
ジタル化や５Ｇを活用した遠隔医療等のモデ
ル事業を実施

 八丈島での実証の結果を踏まえ、順次他の島
へ横展開

ベイエリア

島しょ地域 先端技術を活用したまちづくり
 ⾃動⾛⾏可能なモビリティ等の実証実験
 都⽴⼤学のローカル５Ｇを活用した研究
 ⼤学発ベンチャーの活性化

南大沢（東京都⽴大学）※

⾃動運転
⾞いす

⾃動運搬
ロボット

東京都⽴⼤学
ローカル５Ｇ設備

※⻄新宿・南大沢はＴＤＨ重点整備エリア

 都保有アセットデータベース掲載データを精
緻化（緯度・経度情報を付加）

 都保有アセット利用⼿続のワンストップ化
 基地局建設に関するアドバイザーの配置

 都内区市町村や他道府県とアセット開放のノ
ウハウを共有し、５Ｇネットワークを拡⼤

土地(神津島空港用地) 建物(東京ビッグサイト) 工作物（バス停）

＜開放アセットの例＞

都保有アセットの開放

他自治体との連携

「つながる東京」の早期実現
 スマートポールを活用したデジタルサービスの実証
 ５Ｇを活用したサービスの公募・検証
 スタートアップの交流・支援施設の整備
 ５Ｇを活用した⾃動運転移動サービスの実証実験支援
 ビッグデータ等を活用したまちづくり

⻄新宿※

 分野横断型の様々なサービスが連携可能な都市ＯＳの構築を支援
 都市ＯＳに蓄積したリアルタイムデータを活用したサービスの実証

を⾏い、順次実装

都⼼部

大手町・丸の内・有楽町 竹芝 豊洲

【施策展開のイメージ】

全国へ展開（共存共栄）東京都全域で展開特定エリアで先⾏的に実施ホップ ステップ ジャンプ

＜取組の例＞
・飲⾷店等の混雑状況の⾒える化
・３Ｄマップや人流データ等を活用した防災情報提供

防
災

交
通

産
業

イ
ン
フ
ラ

島⺠生活を
アップデート

福
祉

医
療

教
育
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チーム2.07プロジェクト

○ 子供、子育てを社会のトッププライオリティとし、「チルドレンファースト」の社会を創出することを⽬的
として、東京都、区市町村、⺠間企業、大学、ＮＰＯ等が連携し、「現在」「未来」の子供の笑顔につながる
「こどもスマイルムーブメント」を展開

戦略１ 子供の笑顔のための戦略

チルドレン
ファースト
の社会へ

著名人

労働
団体

ＮＰＯ

⺠間
企業

区市
町村

大学・
学校

経済
団体

⼦供・若者・⼦育て世代

学び

くらし

チーム2.07

遊び・体験
スポーツ選手に
よる教室
都内全域で職場
体験を創出 等

こども未来会議

「⼦供の笑顔」
の視点から議論

福祉・教育等、従来の枠組みに
とらわれない議論

「⼦供が笑顔で⼦育てが楽し
いと思える社会」の実現に向け
て、幅広い視点から議論

海外等の先進事例を踏まえ、
エビデンスに基づいた議論

「チルドレンファースト」の社会
の創出を⽬的として、戦略的に
ムーブメントを展開

議論の視点
自然体験、無料
塾など多様な学び
の機会創出 等

働き方
都と経済界との
共同宣言
学生にモデル
企業発信 等

若年世代
へのリーチ

出産・⼦育て情報
・ライフプランシミュ
レーション提供

等

チーム参加企業・団体の
特性・強みを生かした取組

幅広い主体が連携した
発信⼒の⾼い象徴的な取組

⼦供との対話
ニーズの把握

戦略的情報発信
ニーズの把握

有機的
連携

若者や⼦育て世代等で構成
される官⺠の推進チームで
斬新なアイデアを具体化

⼦供が意⾒を
表明する

⼦供シンポジウム
の開催

「現在」「未来」の⼦供の笑顔につながる
こどもスマイルムーブメントを展開

ＣＳＲ活動

⼦育て支援
貧困対策
教育支援 等

⼦供に優しい
商品・サービス

⼦育てしやすい住宅
公共交通 等

従業員の
ライフ・ワーク・
バランス
育休取得支援
働き方改革 等

若者に⼈気のある
店舗等での⼦供
割引実施 等

都が率先して⾏う
⼦供の声に耳を傾ける取組

東京都

「⼦供との対話」を通じた
⼦供の⽬線に⽴った議論

コア・アクション

参画企業・団体によるアクション
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○ 子供の学び⽅や教員の教え⽅を大きく転換する新たな「東京型教育モデル」の推進により、一人ひとりの
個性や能⼒を最大限に伸ばし、誰一人取り残さないきめ細かな教育を実現

戦略２ 子供の「伸びる・育つ」応援戦略

東京の強みを活かし、⼦供⽬線を大切にする「学び」への転換

一人ひとりの個性や能⼒を最大限に伸ばす学び 誰一人取り残さないきめ細かな教育

「教員の経験知」と「テク
ノロジー」のベストミックス
学校での学習と家庭での
オンライン学習を活用した
学習のハイブリッド化

個別最適化された学びや
主体的・対話的な学びへ

詳細は「TOKYOスマート・スクール・プロジェクト」へ

 専門性が⾼く授業を実施できる外部人材を講師
として活用
【活用例】外国語教育、プログラミング教育等

 特に教職に高い適性がある者を対象に特別免許状を
授与できるルートを確⽴

 オンライン研修の導入により、
研修の質向上・⼦供と向き
合う時間を確保

 教職大学院等への派遣に
より、指導理論や優れた
実践⼒等を習得 など

■Society 5.0時代を切り拓くイノベーション人材の育成
 STEAM教育などを通じ⾃らの⼈生を主体的に生き抜く⼒を育むともに、ＡＩ・

ＩoＴ等を駆使して新たなイノベーションを生み出すことのできる⼈材を育成

■専門的職業人材の育成
 急速に進む技術革新に対応した新たな工業⾼校の姿を明らか

にし、東京のものづくりを担う専門的職業⼈材を育成

⇒ 詳細は「『GLOBAL Student』プロジェクト」へ

■⼦供の意欲に応え能⼒を伸ばす⾼大連携教育プログラムの推進
 様々な分野に特色・強みをもつ各大学と連携した、教育プログラムを展開

《連携大学例》 東京都⽴⼤学,東京農⼯⼤学,電気通信⼤学,東京学芸⼤学

■⼦供・若者の起業家精神の醸成
 小中学校の教育方針に沿った起業家教育プログラムの策定支援
 実際に法人設⽴を⽬指す⾼校生向けの養成プログラム等を実施

■世界に羽ばたきグローバルに活躍する人材の育成
 外国人の⼦供との学びや海外での実体験等を通じて、⾼度な語学⼒と豊

かな国際感覚を身に付けるプログラムを展開

⇒ 詳細は「Society 5.0時代の⼈材育成プロジェクト」へ

■インクルーシブな教育の推進
 障害の有無や国籍等にかかわらず、個々の教育的ニーズに的確

に応え、多様な学びの場を備えたインクルーシブな教育を推進

■⼦供たちの⼼⾝の健やかな成⻑に向けたサポート
 ⼦供たちの悩みにきめ細かく応え、不登校児童・生徒の学習

機会を確保するなど、学校や社会全体で成⻑を支援

■幼⼩の接続を円滑にする連携プログラムの展開
 就学前教育と小学校教育の⼀層の円滑な接続を図るため、

区市町村と協働研究を実施し、幼⼩連携プログラムを開発・展開

協働研究 プログラム
開発

■自ら考え課題解決につなげる探究的な学びを展開
 都⽴高校において、探究的な学びを通じて地域社会が抱える

課題の解決を図り、地域の将来を担う⼈材を育成

 指定校を中⼼とした大学、企業等によるコンソーシアムを構築し、
専門的な知⾒を活用した研究活動を推進
【探究課題の例】  安全なまちづくりと防災

 地場産業の振興と地域への就労 など

認知的な
能⼒

非認知的
な能⼒

教育と
福祉の連携

⇒ 詳細は「学校や社会全体で⼦供を支えるプロジェクト」へ

学び方・教え方・働き方を転換する教育のデジタル化 外部人材の積極的活用 教員の資質向上
 推進校において、高度な指導⼒が求められる

理科・体育について専科教員が授業を実践
⇒ 導⼊学年や対象教科等の拡充を順次検討

 併せて研究開発協議会を⽴ち上げ、オンラインを活用
した教育活動の事例を研究・開発

⼩学校教科担任制の導入

新 た な
東 京 型 教 育 モデル

〜個性や能⼒に向き合いきめ細かくサポート〜

新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト
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ＱＯＬを向上させる
スマートフォンの

アプリの開発・提供
⾼
齢
者
の
Ｑ
Ｏ
Ｌ
向
上

ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
の
活
用

健康増進︓社会参加、運動等
ア
プ
リ 安全・安⼼︓⾒守り、防災等

ア
プ
リ
の
開
発
・
提
供

・端末から得られたビッグデータを
分析し、高齢者の潜在的な
ニーズを把握

・日常生活の中でのアプリ活用

ＱＯＬの向上を体感

デジタルを活用したＱＯＬの向上

自分らしく暮らせる“Chōju”東京プロジェクト
○ ⾼齢者をはじめ、誰もが元気で⼼豊かに、自分らしく暮らせる地域の実現に向けて、意欲ある区市町村

が多様な主体と連携し、地域資源を活用しながら、デジタルデバイド対策や幅広いデジタル活用により、
ＱＯＬ向上を図る取組等を都が強⼒に支援。成果検証し、都内全域に展開

戦略４ ⻑寿（Chōju）社会実現戦略

✓地域内における
多様な⺠間の
主体の参加と協働
を促進

区市町村

✓健康増進に効果的
なアプリの開発や
ウェアラブル・デ
バイス等の提供

⺠間企業
（スタートアップ）

✓日常⽣活や健康
データ等のビッグ
データをＡＩ等で
解析

大学
研究機関

✓通いの場や
居場所等を運営

✓住⺠を対象に、
デジタル等に
関する相談や
講習を実施

ＮＰＯ等

✓健康データの
介護サービス
への活用

✓介護施設等に
おける地域交流

介護事業者

“Chōju”社会実現に向け
多様な主体が連携

✓地域のニーズを吸い
上げ、区市町村を通
じて強⼒に支援

✓介護サービス基盤の
整備、介護人材対策
など基盤となる取組
を着実に実施

東京都

デ
ジ
タ
ル
を
活
用
し
た

安
全
・
安
⼼

デジタル
環境の整備
・スマートフォン
の貸与等

デジタル
活用支援
・スマートフォン

活用講座の
実施

・デジタル活用
を支援する
⼈材を、高齢
者から発掘・
育成

デ
ジ
タ
ル
デ
バ
イ
ド
対
策

地域の実情に応じた“Chōju”の取組を支援

⾼齢者施策をブラッシュアップ

⾼齢者の健康増進に向けた
継続的な⾏動を支援・促進

健
康
⻑
寿
の
ま
ち
づ
く
り

健
康
ア
プ
リ
に
よ
る

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
付
与

地域で⾝体を動かしたくなる
環境の整備
・公園への健康遊具の設置
・ウォーキングコースの設定 等

健康遊具やウォーキングコース等
で運動した場合に、健康アプリ
を通じてポイント付与
【ポイント交換例】
健康器具、⾃転⾞、
美術館招待券 等

健康増進に向けたまちづくり

多世代交流拠点等において
先端技術を活用し、
⾮接触での交流が可能な環境を整備

公的住宅におけるＡＩ等を活用した
一人暮らし⾼齢者の⾒守り

多世代交流拠点・公的住宅におけるデジタル活用の推進

通いの場

地域の店舗
地域包括

支援センター

域内の住人

デジタル活用相談
ＮＰＯ

アプリ開発
デバイス提供

⺠間
データ解析

公的住宅

デジタル化

⺠間

学生のシェア居住多世代交流拠点

運営
ＮＰＯ

公園

特別養護
⽼人ホーム等

デジタル化

⺠間

運営介護
事業者

自分らしく暮らせる“Chōju”社会

プログラム開発
⼤学等

運営
ＮＰＯ

⼤学等
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アプローチ
居住地域、関⼼事項、

年齢等による検索

「居場所」の創出

利用者と「居場所」
をつなぐ仕組み

多様な人々

支援⼈材等

Ｗｅｂサイト ／ アプリ
デジタルデバイド対策

地
域
の
様
々
な
資
源
を
活
用
し
て

多
様
な
「
居
場
所
」
を
創
出

多様な主体が連携・協働し、学校を核とした、多面的な機能をもつ「居場所」を創出

学校
地域住⺠

地域の多様な主体

ＮＰＯ

スポーツ・文化団体

町会・⾃治会

⺠間企業

等

連携・協働

学校を核とした
地域コミュニティ
の活性化

子供と大人がともに学び、体験し、つながることができる場を創出

みんなの居場所

学びの場 体験の場 交流の場

緑道など地域の「緑」を活用し、人々が憩い、体験できる「居場所」を創出

リアルとオンラインを組み合わせたハイブリッドな「居場所」を創出

ハイブリッドな居場所
リアルでもオンラインでも参加できる

「新しい日常」
にも対応した
居場所

リアル オンライン

新たな多世代交流

若者がシニアにデジタル
ツールの使い⽅を教える

コンビニ

⺠間
企業

ＮＰＯ 町会
⾃治会

⼤学

カフェ

公⺠館

学校

図書館

公的住宅

社会
福祉
法⼈

屋外

みんなで多様な
「居場所」を創出

⽼人ホーム

空き家 オンライン

誰もが訪れたくなる
ような居場所を創出

緑あふれる空間

みんなで農作物
や植物を栽培 農園の収穫物を販売 子供も⼤人も歩いて

楽しい空間

農園 イベント 憩いの場

「緑」を活かした様々な機能

リアルの場でつながり
を構築

オンラインで気軽な
参加を促進

デジタルツールの利用
支援を通じて多世代交
流を促進

地域のニーズに応じて東京都が支援

「みんなの居場所」創出プロジェクト
○ 子供・若者、子育て中の⽅、外国人、⾼齢者、一人暮らしの⽅など様々な人が集い、交わり、悩みを分かち

合える様々な形の「居場所」を、リアルとオンライン双⽅の強みを活かして地域の至る所に創出する区市町
村の取組を強⼒に支援 戦略７ 「住まい」と「地域」を大切にする戦略
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人が歩いて楽しみ、暮らせるまちの創出

既存ストックをいかした
緑のネットワーク形成

(例)Tokyo Sky Corridorの実現

デマンド交通の導⼊

道路空間を活用した賑わいの創出
(例)豊島区グリーン⼤通り、丸の内ストリートパーク等

主要駅周辺への生活関連施設等
の機能集約や水と緑の空間の活
用により、歩いて暮らせるまちへ

歩いて暮らせるまち
緑のネットワーク形成や拠点再編に
合わせた⾃由通路整備などにより、
歩いて楽しめる回遊性の高いまちへ

楽しく歩けるまち

パーソナルモビリティの充実公共空間を活用した
緑あふれ⼈が憩う場の創出
（例）⻄新宿のまちづくり等

鉄道駅における⾃由通路の整備
(例)品川駅、東京駅等

（画像提供）東日本旅客鉄道株式会社

新宿駅東⻄⾃由通路イメージパース

バリアフリー環境の整備

駅前広場やデッキの整備
(例)新宿駅、池袋駅等

再開発に伴う歩きやすいまちづくり

⼦育て支援施設等の整備

医療・福祉施設の集約公園等豊かな緑環境⾃転⾞利用環境の更なる充実

サテライトオフィス等の充実

人中⼼の歩きやすいまちづくりプロジェクト
○ 道路空間や駅周辺のリメイクに当たり「⾞から人へ」⼒点を移し、鉄道駅の自由通路やデッキ整備、自転⾞

利用環境の充実（自転⾞通⾏空間の整備、自転⾞シェアリングの普及等）、緑あふれた空間の創出等、人が
まち歩きをしやすく回遊性を⾼める取組を推進

○ 集約型の地域づくりへの転換が進むエリアでは、コンパクトでスマートなまちづくりの取組を推進し、歩い
て暮らせるまちを実現 戦略９ 都市の機能をさらに⾼める戦略
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緑溢れる東京プロジェクト
○ 「緑確保の総合的な⽅針」等に基づき、都や区市町村による公園や緑地の整備、農地や自然地の保全、⺠間

の都市開発等における緑創出等、あらゆる機会を通じて緑の量的な底上げと質の向上を図り、都内全体の緑
を増やす取組を推進

戦略13 水と緑溢れる東京戦略

🌲🌲🌲 緑あふれる東京基⾦【2020年３⽉条例制定】🌲🌲🌲
2021年度より、基⾦を活用して区市町の緑の保全・創出の取組を後押し
特に緊急の対応が求められる東京の緑が直面する課題の解決につながる事業

① 生産緑地2022年問題への対応
② 新しい日常にも対応した公園不⾜地域の解消
③ 貴重な⾃然を保全する広域的な緑のネットワークの確保 等

公共空間を活用した
緑あふれ人が憩う場の創出

ターミナル駅周辺において駅施設の再編
や駅周辺の機能更新と併せて、駅と周辺
の公園等を結ぶ街路と沿道街区に緑あふ
れ人中心の空間を創出

東京都

林道等の基盤整備の進展、林業の活性化
により、多摩地域のスギ・ヒノキ林を花
粉の少ないスギ等への植え替えを進める
ことで花粉⾶散量を⼤幅に減少

花粉の少ない森づくり都市計画公園・緑地等の整備

潤いを与え⾝近なオープンスペースとし
ての役割を果たす公園の必要性が高まっ
ており、都⽴公園の新規拡張整備や区市
町村⽴公園の整備支援を推進

⺠間開発に合わせた
緑空間の創出

より高い緑化率を誘導する緑化推進エリア
を拡⼤するとともに、開発区域外における
緑の保全・創出の取組を評価する新たな仕
組みにより緑空間の創出を促進

誘導・規制支援拡充

＜緑溢れる東京の実現に向けた主な取組＞

厚みとつながりのある緑の充実
緑の量的な底上げと質の向上

生物多様性の保全を支える
環境整備

植⽣図やみどり率など⾃然環境に関する
基礎情報を整備し、⽣態系に配慮した緑
化や緑の質の向上（⽣物多様性）等に資
する取組を推進

既存ストックをいかした
緑のネットワーク形成

使わなくなった施設などを有効活用し、
緑空間と周辺エリアの緑によるネット
ワークを形成

海上公園の整備

⽣物の⽣息環境の保全やレクリエーショ
ンの場の提供など、多様な機能を有する
海上公園の整備を推進し、水と緑のネッ
トワークを拡充

壁面緑化・屋上緑化

都市景観の向上、日常的な緑とのふれあ
い、鳥や昆虫を呼び戻すこと等の効果が
⾒込まれる壁面緑化・屋上緑化の取組を
推進

都営住宅用地を活用した
緑の創出

都営住宅の建替え時や未利用地など都営
住宅用地の活用により、公園やコミュニ
ティ農園、花壇等、様々な緑の創出を推
進

生産緑地・農地等の
保全・活用

都市農業の安定的な継続と良好な都市環
境の形成に必要不可⽋な農地を保全等す
る、区市による⽣産緑地の買取・活用に
対して支援

水と緑のネットワークを形成するため、
河川沿いにおける緑化整備や調節池と⼀
体となった公園等の整備を推進

河川施設における
緑化整備保全地域の指定促進

希少な動植物の⽣息・⽣育地となってい
るなど、都内に残された貴重な⾃然地を
保全するため、保全地域の指定を促進

⺠間事業者区市町村

区市
町村都 ⺠

区市
町村都 区市

町村都

都 ⺠

都 ⺠

都都都

都都

都 区市
町村

区市
町村都 ⺠

◌ೋ◌ೂೇ◌ೋ緑の創出と保全 ◌ೋ◌ೂೇ◌ೋ
＜誘導の例＞
都市開発諸制度の活用等、⺠間開発の機会を捉えた緑化を一層促進
① 緑化の評価を高く設定できる緑化推進エリアの拡大
② 開発区域外における緑の保全・創出の取組を評価する新たな仕組み

による緑空間の創出促進
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子育てに全⼒で取り組む区市町村徹底支援プロジェクト【戦略１】
 「世界で最も子供に優しく、子供がすくすくと育つまち」を実現するため、都

内区市町村の⼿上げ⽅式で、子供・子育て世代との対話等を通じた、先進的で
意欲的な子供⽬線・子育てのための政策や子育てに優しいまちづくりの推進を、
都が徹底的に支援し、都内全域に展開 ＜本編121ページ＞

自分らしく暮らせる“Chōju”東京プロジェクト【戦略４】
 高齢者をはじめ、誰もが元気で心豊かに、⾃分らしく暮らせる地域の実現に向

けて、意欲ある区市町村が多様な主体と連携し、地域資源を活用しながら、デ
ジタルデバイド対策や幅広いデジタル活用により、ＱＯＬ向上を図る取組等を
都が強⼒に支援。成果検証し、都内全域に展開 ＜本編142ページ＞

移動困難者の生活サポートプロジェクト【戦略４】
 誰もが移動しやすい利便性の高い都市の実現に向け、地域の効率的な公共交通

ネットワークの形成を促進 ＜本編143ページ＞

日本人と外国人が仲良く暮らせるまち創出プロジェクト【戦略６】
 東京に暮らす外国人が日本の文化や⽣活ルールを理解し、日本人⾃らも外国人

の⽣活習慣等を理解するなど、双⽅が相互理解を深め、共に快適に暮らすまち
を実現するため、強化した推進体制の下、区市町村、町会・⾃治会等と連携し、
重層的な多文化共⽣施策を展開 ＜本編157ページ＞

ユニバーサルデザインのまちづくりプロジェクト【戦略６】
 東京2020⼤会に向け、競技会場周辺、鉄道駅、宿泊施設などを中心に進めて

きたハード・ソフト両面のバリアフリーのまちづくりを、都市のレガシーとし
て発展させる観点から、改正バリアフリー法に基づく移動等円滑化促進⽅針
(マスタープラン)やバリアフリー基本構想における区市町村の取組を強⼒に支
援し、都内各地にユニバーサルデザインのまちづくりを展開 ＜本編158ペー
ジ＞

「みんなの居場所」創出プロジェクト【戦略７】
 子供・若者、子育て中の⽅、外国人、高齢者、⼀人暮らしの⽅など様々な人が

集い、交わり、悩みを分かち合える様々な形の「居場所」を、リアルとオンラ
イン双⽅の強みを活かして地域の⾄る所に創出する区市町村の取組を強⼒に支
援 ＜本編166ページ＞

人中⼼の歩きやすいまちづくりプロジェクト【戦略９】
 道路や公園等の公共的な空間を活用したにぎわい創出に向け、地域のエリアマ

ネジメント団体や区市と連携した「パーク・ストリート東京」などの取組を推
進 ＜本編204ページ＞

地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開【戦略９】
 人が快適に暮らせるコンパクトでスマートな都市を実現するため、土地利用を

組み合わせた地域のまちづくりを促進し、バスやタクシー、デマンド交通、⾃
転⾞などの交通モードと最先端技術の組合せ等を支援・促進し、駅等を中心と
した誰もが移動しやすい交通環境の充実を図る ＜本編211ページ＞

緑溢れる東京プロジェクト【戦略13】
 「緑確保の総合的な⽅針」等に基づき、都や区市町村による公園や緑地の整備、

農地や⾃然地の保全、⺠間の都市開発等における緑創出等、あらゆる機会を通
じて緑の量的な底上げと質の向上を図り、都内全体の緑を増やす取組を進めて
いく ＜本編259ページ＞

持続可能な資源利用推進プロジェクト【戦略14】
 使い捨てプラスチックの削減や循環利用の徹底のため、家庭から排出されるプ

ラスチック製容器包装について、区市町村における分別収集の拡⼤やリサイク
ル率向上に向けた取組を強⼒に後押し

 ⾷品ロスを削減し、無駄のない⾷を実現するため、防災備蓄⾷品を保有する区
市町村とフードバンクをマッチングするシステムを活用し、賞味期限の近い防
災備蓄⾷品の有効利用を推進 ＜本編269ページ＞

区市町村との連携を核にした主なプロジェクト
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１．多摩・島しょ地域産業振興プロジェクト

２．多摩・島しょ農林水産業プロジェクト

３．新たな「東京型教育モデル」推進プロジェクト

４．新たな時代の働き⽅支援プロジェクト

５．地域特性に応じたスマートなまちづくりの展開

６．多摩・島しょの交通ネットワークの強化

７．移動困難者の生活サポートプロジェクト

８．人や地域に注⽬した住生活充実プロジェクト

９．まちづくり推進コンシェルジュを活用した市町村支援

10．緑溢れる東京プロジェクト

11．多摩・島しょにおける自然の保全・共生

12．貴重な自然の恵みや価値に関する情報の発信

13．多摩・島しょの防災⼒向上

14．多摩・島しょ地域における医療の充実

15．多摩・島しょ地域観光振興プロジェクト

16．島しょの魅⼒創出

17．デジタル技術を活用した島しょ地域の社会課題の解決

＜プロジェクト一覧＞

20

本編292ページ

多摩地域は多様な産業や大学の集積、島しょ地域は豊かな自然を有しているなどの特⾊を有している。
⼀⽅で、自然災害、人口減少、⾼齢化などの課題にも直面している。都と市町村が、これまで以上に緊密に連携・協⼒する
ことで課題を解決し、にぎわいと活⼒に満ちあふれる地域社会を、共につくり上げていく。
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ＳＤＧｓの⽬線で政策を展開する

優良事例の横展開

ノウハウの共有

区市町村と共に持続可能な東京を実現する

○ 都⺠に⾝近な⾏政サービスを提供する区市町村が、地域の課題を
踏まえた特⾊のあるＳＤＧｓの取組を推進し、その取組を他の区
市町村と共有するなど、都と区市町村が連携・協働しながら、持
続可能な都市の実現に取り組んでいく。

 区市町村の実状に合わせてＳＤＧｓの積極的な取組を後押しするととも
に、都の施策との連携を図る。

 区市町村の取組をとりまとめ、都の取組とともにウェブサイト等で公開
することにより、優良事例の横展開などを促進する。

都と区市町村との連携

ＳＤＧｓ施策の連携・後押しや先進事例の共有等に
より、区市町村の多様な取組が都内に展開

東大和市の取組

日野市の取組 板橋区の取組

取組の連携・協働

豊島区の取組
○ 豊島区は、「消滅可能性都市」と指摘されて以降、文化を基軸に持続発展する「“まち全体

が舞台の誰もが主役になれる”国際アート・カルチャー都市」を⽬指し、取組を⾏っている。

○ 池袋駅周辺では、４つの公園を整備するとともに、各公園で活動する
エリアマネジメント組織の連携を図りつつ、環境に優しい電気バス
「ＩＫＥＢＵＳ」で公園を結ぶことなどにより、賑わいや回遊性を
拡⼤し、誰もが主役となる都市空間の形成を図っている。

○ これらの取組が高く評価され、令和２年７⽉には内閣府から
「ＳＤＧｓ未来都市」及び「⾃治体ＳＤＧｓモデル事業」に選定された。

＜イケ・サンパーク＞

○ 東⼤和市では、ＳＤＧｓに取り組む⺠間企業等とパートナーシップを深める官⺠連携を推
進している。

○ 具体的には、株式会社セブン－イレブン・ジャパンやコカ・コーラボト
ラーズジャパン株式会社、公益財団法人日本財団、清掃事業協同組合等
多様なステークホルダーと連携してペットボトルの回収に取り組むなど、
資源の有効活用を図っている。

○ こうした⺠間企業等との連携により、ＳＤＧｓのゴール17「パートナーシップで⽬標を達
成しよう」の充実を図り、ＳＤＧｓの達成に向けて取り組んでいる。

＜ペットボトル回収機＞

○ 日野市では、高度成⻑期に移住してきた就業者の多くが高齢期を迎え、後期高齢者の急増
により医療・介護をはじめとした諸課題が深刻化する、いわゆる
「2025年問題」への取組を進めている。

○ ＳＤＧｓの視点を取り入れることで産学官⺠の連携を加速し、持続可
能なベッドタウンの姿を実現するために、「市⺠・企業・⾏政の対話
を通した⽣活・環境課題産業化で実現する⽣活価値(ＱＯＬ)共創都市日野」を掲げ、令和
元年７⽉に内閣府から「ＳＤＧｓ未来都市」に選定された。対話と実践の場としてリビン
グラボを実施することで、社会課題に連携して取り組みやすい仕組みづくりを⾏っている。

＜日野リビングラボ＞

○ 板橋区は、令和３年に「いたばし№１実現プラン2025」を策定し、ポストコロナ時代の新
たな日常の構築に向けてＳＤＧｓ戦略を掲げるなど、持続可能な区政の発展に向けて積極
的な取組を進めている。

○ 令和２年にリニューアルした「板橋こども動物園」は、動物園を核とし
た加賀エリアのにぎわい創出（経済）、地元商店街や企業との協働によ
る地域づくり（社会）、施設の壁面・屋根の緑化による省エネルギー化
や動物を通して⽣物多様性を学ぶ教育（環境）など、経済・社会・環境
の好循環に配慮して整備された。

＜板橋こども動物園＞

21

本編347ページ
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「未来の東京」戦略（案）は、
デジタルブックでご覧いただけます

22

パブリック・コメント実施中（２月１３日～３月１３日）

未来の東京 検索

詳細はこちらのＱＲコードから
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１ 東京都等からの連絡事項 

 

（２）「令和３年度東京都予算案の概要」について 

資料 ２   

２－２ 

参考資料 １   
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令和３年度
（2021年度）

東京都予算案の概要

令和３年１⽉
東 京 都
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 ⼀般会計の予算規模は、コロナ禍により⼤きな影響を受けた社会・経済の早期回復に
向けた取組や、東京の未来を切り拓く羅針盤となる⻑期戦略で掲げる政策に重点的に
予算配分したことなどにより、前年度に⽐べて約700億円の増となりました。

一般会計歳出総額 7 兆 4,250 億円
（+710億円、+1.0％）

 ⼀般歳出は、感染症対策関連経費や、東京の未来を切り拓く施策の事業費の増などに
より、前年度に⽐べて約800億円の増となりました。

一般歳出（政策的経費） 5 兆 6,122 億円
（+790億円、+1.4％）

 都税収入は、企業収益の悪化等による法人二税の減などにより、約4,000億円の減少
となりました。

税収 5 兆 450 億円
（▲3,996億円、▲7.3％）

予
算
の
ポ
イ
ン
ト

歳

入

歳

出

財

政

運

営

主
要
な
施
策

事

業

評

価

最

終

補

正

付

属

資

料

計

数

表

令和３年度予算のポイント

予 算 編 成 ⽅ 針
令令和３年度予算は、

「厳しい財政環境の中にあっても、都⺠の命を守ることを
最優先としながら、東京の経済を支え、その先の未来を
⾒据えて、都政に課せられた使命を確実に果たしていく予算」
とと位置付け、次の点を基本に編成しました。

１

2

3

将来にわたって成⻑し続ける都市・東京の実現に向けて戦略的な取組を果敢に進めて
いく、加えて、新型コロナウイルス感染症対策にしっかりと取り組むとともに、この
間、浮き彫りとなった課題に的確に対処していく。

社会変革に適応したデジタル化による都⺠サービスの向上など、都政の構造改革を進め
るとともに、ワイズ・スペンディングの視点により無駄を⼀層無くし、持続可能な財政
運営に努める。

東京2020⼤会を都⺠・国⺠の理解を得られる安全かつ持続可能な⼤会として実施し、
次世代へレガシーを継承していく。

令和３年度予算フレーム等の概要 （ ）内は令和２年度対⽐

「厳しい財政環境の中にあっても、都⺠の命を守ることを
最優先としながら、東京の経済を支え、その先の未来を
⾒据えて、都政に課せられた使命を確実に果たしていく予算」

位置付け、次の点を基本に編成しました。

和３年度予算は、
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令和３年度東京都予算案に係る主な事項（市長会関係） 

➢ 市町村総合交付金 【総務局】                        ③585億円（②580億円） 

市町村行財政基盤の安定・強化及び多摩・島しょ地域の一層の振興を図るため、市町村に対す

る総合的な財政支援を実施 

➢ 多摩南北方向の道路の整備等 【建設局】                    ③174億円（②194億円） 

多摩地域の渋滞緩和のため、多摩南北方向の道路を中心とした、都市の骨格を形成する幹線

道路網を整備 

➢ 鉄道の連続立体交差化の推進 【建設局】                     ③107億円（②84億円） 

鉄道を一定区間連続して高架化または地下化することで道路と立体化し、多数の踏切の除去や

新たに交差する道路との立体交差を実現 

➢ 鉄道ネットワークの整備促進 【都市整備局】                   ③0.9億円（②0.9億円） 

交通政策審議会答申第198号において「検討などを進めるべき」とされた６路線を中心に調査等

を実施 

➢ 多摩都市モノレールの整備 【建設局】                           ③３億円（②１億円） 

多摩地域のアクセス利便性や生活利便性の向上を図るため、上北台から箱根ケ崎間の延伸に

ついて、事業化に向けた現況調査及び基本設計等を実施 

➢ 福祉保健区市町村包括補助事業 【福祉保健局】             ③297億円（②291億円） 

地域の実情に応じ、各分野のサービスの充実を主体的に行う区市町村を支援 

➢ 待機児童解消区市町村支援事業 【福祉保健局】             ③220億円（②260億円） 

保育の実施主体である区市町村が行う地域の実情に応じた取組を支援し、保育サービスを拡大

➢ 保育従事職員宿舎借り上げ支援事業 【福祉保健局】           ③102億円（②69億円） 

保育従事職員の宿舎借り上げ支援を行う区市町村に対して、その経費の一部を補助

➢ 多摩地域における体験型英語学習施設の整備 【教育庁】         ③２億円（②0.2億円） 

より多くの児童・生徒が利用できるよう、「TOKYO GLOBAL GATEWAY」（青海）と同様の体験型

英語学習環境を多摩地域に整備 
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➢ 多摩産業交流センター施設整備 【産業労働局】               ③126億円（②26億円） 

多摩地域の持つ産業集積の強みを活かし、広域的産業交流の中核機能を担い、都域を越えた

産学・産産連携を促進する交流拠点を八王子市に整備 

➢ 多摩イノベーションエコシステム促進事業 【産業労働局】             ③0.5億円（新規） 

多摩イノベーションパーク構想の実現に向けて基礎調査及び基本指針の策定を実施

➢ 多摩地域雇用就業支援拠点（仮称）の整備 【産業労働局】        ③33億円（②７億円） 

多摩地域において総合的な雇用就業施策を展開するため、しごとセンター多摩と労働相談情

報センター国分寺事務所・八王子事務所の再編整備を実施 

➢ 地域振興型小規模サテライトオフィスモデル実証事業 【産業労働局】  ③0.3億円（新規） 

多摩地域における商店街の空き店舗や空きスペースを活用した小規模サテライトオフィスの運

営を、地域振興・活性化につながる民営事業とするためのモデル事業を実施 

➢ 中小河川の整備 【建設局】                                  ③94億円（②79億円） 

護岸や調節池等の整備により、治水対策を推進

➢ 避難所における感染症対策物資購入支援 【総務局】                 ③１億円（新規） 

コロナ禍において、地震や風水害といった災害が起きた場合の避難所運営に備え、区市町村が

設置する避難所において感染症対策に必要と考えられる物資の購入費を補助し、東京全体の

災害対応力を強化 

➢ ホストタウン等における新型コロナウイルス感染症対策 【ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ準備局】    

③９億円（新規） 

ホストタウンや事前キャンプ地における区市町村等が実施する感染症対策経費を計上

➢ 区市町村における行政手続デジタル化モデル事業 【デジタルサービス局】 

③0.8億円（新規） 

都が選定するモデル手続（５手続程度）に対して、ベンチャーやスタートアップ企業等の多様な

主体によるクラウドサービス等を活用した区市町村の窓口手続等のデジタル化を実施し、住民や

事業者の利便性の向上と行政の効率化・簡素化を実現するとともに、区市町村職員のデジタル化

に関するノウハウ向上を図る 

➢ 多摩の魅力発信事業 【総務局】                      ③0.7億円（②0.9億円） 

多摩地域への定住人口や交流人口の増加を図るため、多摩の魅力を発信するイベントや様々

な媒体を活用した情報発信を実施 

※上記の事項には、多摩・島しょ地域を含む東京都全域を対象とする事業も含む。 
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　 新型コロナウイルス感染症に対する医療提供体制及び経済活動と都民生活を

　 支えるセーフティネットの強化・充実など、直近の感染状況を踏まえ、実効

　 性のある対策を迅速に実施するとともに、国の補正予算（令和３年１月成立）

　 に基づく新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等を計上します。

　 【補正予算の柱】

　 　１　新型コロナウイルスの感染拡大を阻止する対策

　 　２　経済活動と都民生活を支えるセーフティネットの強化・充実

　 　３　感染症防止と経済社会活動との両立を図る取組

 （１）補正予算の規模

 （２）補正予算の財源（一般会計）

 （注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがある。

令 和 ３ 年 ２ 月 18 日
東京都新型コロナウイルス
感 染 症 対 策 本 部

億円

△３１４

福祉先進都市実現
基 金 繰 入 金

令和２年度最終補正予算（案）（追加分）
及び令和３年度補正予算（案）について

区　　分 最終補正予算 既定予算 計
１月29日発表分 今回追加分

△１，４８９ △２，７４２ １，２５３ ９兆６，７５９

１，８５４ △２８７

財 政 調 整
基 金 繰 入 金

億円

６兆　　１５２

国 庫 支 出 金

億円

９兆５，２７０

特 別 会 計
億円 億円 億円 億円 億円

△１，５８２ △１，５８２ ―

一 般 会 計
億円 億円 億円 億円 億円

５兆８，５７０

公営企業会計
億円 億円 億円 億円 億円

１０ ８ ２ ２兆　　８９３ ２兆　　９０３

合 計
億円 億円 億円 億円 億円

△３，０６１ △４，３１６ １，２５５ １７兆７，８０４ １７兆４，７４３

区　　分

一 般 会 計

歳　　出

億円

１，２５３

【問合せ先】
財務局主計部財政課
電話 03-5388-2669

１ 補正予算編成の考え方

２－１ 財政規模【令和２年度最終補正予算（案）（追加分）】
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 （１）補正予算の規模

 （２）補正予算の財源（一般会計）

 （注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがある。

０．０１一 般 会 計
億円 億円 億円 億円 億円

１，４０１ １，１４５ １９ ２３７

諸 収 入

合 計
億円 億円 億円

１，４１６ １５兆１，５７９ １５兆２，９９５

区　　分 歳　　出
国庫支出金

財 政 調 整
基 金 繰 入 金

福祉先進都市実現
基 金 繰 入 金

５兆８，３１７ ５兆８，３１７

公 営 企 業 会 計
億円 億円 億円

１５ １兆９，０１２ １兆９，０２７

特 別 会 計
億円 億円 億円

―

億円 億円

１，４０１ ７兆４，２５０ ７兆５，６５１

区　　分 今 回 補 正
令和３年１月29日発表

当初予算（案）
計

一 般 会 計
億円

今回補正

999 億円

感染拡大の防止に向けた取組 854 億円

854 億円

医療提供体制等の強化・充実 12 億円

10 億円

2 億円

区市町村と一体となった対策 133 億円

133 億円

256 億円

経済活動を支えるセーフティネット △276 億円

△276 億円

都民生活を支えるセーフティネット 532 億円

532 億円

1,255 億円

（注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがある。

２　経済活動と都民生活を支えるセーフティネットの強化・充実

「東京都家賃等支援給付金」の支給　【産業労働局】

生活福祉資金貸付事業補助　【福祉保健局】

合　　　計

区　　　分

１　新型コロナウイルスの感染拡大を阻止する対策

「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金」の支給　【産業労働局】

医療従事者に対する特殊勤務手当への支援　【福祉保健局】

都立病院の職員に対する特殊勤務手当の支給　【病院経営本部】

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（特別区分）　【総務局】

３－１ 補正事項【令和２年度最終補正予算（案）（追加分）】

２－２ 財政規模【令和３年度補正予算（案）】
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今回補正

１　新型コロナウイルスの感染拡大を阻止する対策 1,255 億円

感染拡大の防止に向けた取組 44 億円

16 億円

15 億円

10 億円

3 億円

0.2 億円

医療提供体制等の強化・充実 1,136 億円

18 億円

57 億円

16 億円

5 億円

2 億円

11 億円

1 億円

7 億円

86 億円

2 億円

647 億円

0.1 億円

0.1 億円

27 億円

7 億円

7 億円

195 億円

1 億円

15 億円

0.9 億円

18 億円

10 億円

1 億円

0.7 億円

0.6 億円

0.3 億円

区市町村と一体となった対策 76 億円

47 億円

25 億円

4 億円

区　　　分

高齢者・障害者支援施設等における新型コロナウイルス感染症対策強化事業　【福祉保健局】

検査体制の強化　【福祉保健局】

都保健所における即応体制の整備　【福祉保健局】

新型コロナウイルス感染症疑い救急患者の東京ルールの運用　【福祉保健局】

保健所支援体制の強化　【福祉保健局】

休業となった医療機関に対する継続・再開支援　【福祉保健局】

相談体制の確保（コールセンター・発熱相談センター）　【福祉保健局】

感染防護具の備蓄　【福祉保健局】

新型コロナウイルスワクチン接種体制の整備　【福祉保健局】

医療従事者等への新型コロナウイルスワクチン接種体制の整備　【福祉保健局】

妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業（新型コロナウイルス感染症緊急対策） 【産業労働局】

診療体制の確保支援　【福祉保健局】

ＰＣＲ検査等の保険適用に伴う自己負担分の費用負担　【福祉保健局】

救急・周産期・小児医療機関の感染拡大防止対策への支援　【福祉保健局】

民間医療機関における患者受入及び移送体制の確保　【福祉保健局】

感染症法に基づく医療費等の公費負担　【福祉保健局】

患者受入に向けた空床確保料の補助　【福祉保健局】

感染した医師に代わり診療を行う医師派遣体制の確保　【福祉保健局】

新型コロナウイルス感染症区市町村緊急包括支援事業　【福祉保健局】

東京 i ＣＤＣの感染症対策推進に向けた調査　【福祉保健局】

医療従事者に対する特殊勤務手当への支援　【福祉保健局】

都立病院の職員に対する特殊勤務手当の支給　【病院経営本部】

宿泊施設活用事業　【福祉保健局】

宿泊療養施設への入所調整　【福祉保健局】

自宅療養の適切な実施に向けた支援　【福祉保健局】

医療従事者への宿泊先確保支援　【福祉保健局】

新型コロナウイルス感染症の重点医療機関等の体制整備　【福祉保健局】

新型コロナウイルス感染症専用医療施設の運営　【福祉保健局・病院経営本部】

新型コロナウイルス感染症入院医療確保のための後方支援病床確保事業　【福祉保健局】

新型コロナウイルス感染症の流行下における妊産婦総合対策事業　【福祉保健局】

区市町村との共同による感染拡大防止対策推進事業　【福祉保健局】

都立病院の職員に対する特殊勤務手当の支給（公営企業会計支出金）　【財務局】

新型コロナウイルス感染症専用医療施設の運営（公営企業会計支出金）　【財務局】

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（特別区分）　【総務局】

３－２ 補正事項【令和３年度補正予算（案）】
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今回補正

２　経済活動と都民生活を支えるセーフティネットの強化・充実 160 億円

経済活動を支えるセーフティネット 10 億円

0.1 億円

6 億円

4 億円

都民生活を支えるセーフティネット 150 億円

125 億円

25 億円

３　感染症防止と経済社会活動との両立を図る取組 0.9 億円

0.2 億円

0.2 億円

0.5 億円

1,416 億円

（注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがある。

宿泊施設テレワーク利用促進事業　【産業労働局】

東京都生活応援事業～コロナに負けない！～　【総務局】

区　　　分

合　　　計

新型コロナウイルス感染症対策雇用環境整備促進事業　【産業労働局】

新型コロナウイルス感染症に係る休業等支援事業　【産業労働局】

東京都出産応援事業～コロナに負けない！～　【福祉保健局】

芸術文化活動の幅広い支援　【生活文化局】

多摩地域の宿泊施設を活用したサテライトオフィスの提供　【産業労働局】

サテライトオフィス利用促進事業　【産業労働局】
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都補助率

負担額

利用可能額：13,000円

3/4

都　　　  ： 2,250円
区市町村  ： 　750円

原則デジタルで実施

30％（上限）
支　払　額：10,000円

 （都の負担割合）

区　分

プレミアム率

○ 東京都生活応援事業～コロナに負けない！～ １２５億円

新しい日常における「生活応援」を図るとともに、デジタルの力を活用した

地域経済の活性化に向け、キャッシュレスによるポイント還元などの取組を

行う区市町村を支援

◆ 都民生活を支えるセーフティネット １５０億円

○ 新型コロナウイルス感染症対策雇用環境整備促進事業 ６億円

雇用調整助成金等の支給決定を受けた都内中小企業を対象に、

非常時の勤務体制づくりや特別休暇制度の整備等の取組に対し、奨励金を支給

○ 芸術文化活動の幅広い支援 ４億円

文化の灯を絶やさないため、緊急事態宣言等によりイベントの開催を制限されて

いる芸術文化団体等に対し、公演の実施を支援するとともに、オンライン配信を

通じて都民が芸術文化に触れられる機会を提供する「アートにエールを！東京

プロジェクト（ステージ型）」を追加実施

２ 経済活動と都民生活を支えるセーフティネットの強化・充実 １６０億円

◆ 経済活動を支えるセーフティネット １０億円

○ 新型コロナウイルス感染症に係る休業等支援事業 ０．１億円

雇用調整助成金等の活用に向けた取組を行う中小企業等を支援するため、

専門家の派遣に加え、東京都労働相談情報センターでの相談を実施
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１ 東京都等からの連絡事項 

 

（３）「新しい多摩振興に係るプランの策定」について 

資料 ３ 
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新しい多摩振興に係るプランの策定について

資 料 ３
令和３年２月
東 京 都

〇多摩の振興については、これまで、都の長期的方針やその時々の社会経済状況等を踏まえ、節目節目でプラン

を策定し、振興策を推進してきた

○直近では、平成29年９月に、2020年に向けた当面の取組のほか、2020年の先（おおむね2040年代）を見据えた

多摩の目指すべき地域像とその実現に向けた施策の方向性を示した「多摩の振興プラン」を策定した

〇人口減少・少子高齢化、道路・交通インフラの整備、

産業振興など地域ごとの諸課題を抱えている

〇新型コロナウイルスによる、暮らしや働き方などに

様々な影響

〇台風や豪雨による、河川氾濫や土砂災害など自然災害

の激甚化

〇令和元年12月に策定された「戦略ビジョン」をバー

ジョンアップし、令和２年度内に、「『未来の東京』

戦略」を策定予定

○ 社会経済状況の変化が激しいなかにお

いても、多摩振興をより一層推進する

ため、多摩に特化した視点で振興策を

とりまとめる

〇 多摩地域を取り巻く社会情勢の変化や

各地域（５ブロック）の特性・課題の

整理も行う

※ 現在、庁内において、策定作業を開始

これまでの経過

多摩を取り巻く状況

都における動き

今後の取組
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２ 協議事項 

 

（１）「令和３年度以降の政策テーマの選定」について 
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２ 協議事項 

 

（２）「令和３年度東京都市長会事業計画（案）」について 

 

令和３年度東京都市長会事業計画（案） 

 

１ 基本方針 

各市間の連絡調整を図り、市政の円滑な運営と向上を期し、もって地方自

治の発展に寄与するとともに、本会の健全な発展を図る。 

 

２ 事業計画 

（１）会議の開催 

市相互間の情報交換を行い、意思の疎通を図るとともに、市政運営上の重

要問題を研究討議するため、会議開催要領のとおり各種会議を開催する。 

① 市長会議 

② 市長会役員会 

③ 部会会議 

④ 副市長会議 

⑤ 市区長会議 

⑥ その他の会議 

（２）要望活動 

① 全国市長会等を通じて、国の制度及び予算等に対する要望を行う。 

② 知事及び関係局に対し、東京都の事業及び予算に対する要望を行う。 

③ その他、必要の都度、国及び東京都に対する要望等を行う。 

（３）調査研究等 

多摩地域が抱える行政課題は、多岐にわたりかつ複雑化しつつあるので、

これらの中から今日的重要課題について、短・中期的視野から解決策を提言

するなどの調査研究を行う。 

（４）共同事業 

市長会及び他関係団体との連携により、政策提言等に基づく課題解決のた

めの共同事業を実施する。 

（５）附属協議会に関する事項 

（６）各種助成金の交付（41 ページ参照） 

市長会附属協議会の運営補助、及び共同事業に対する補助などの助成事業

を実施する。 

（７）研修会の開催 

① 部会合同研修会を開催する。 

② 副市長会研修会を開催する。 
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会 議 開 催 要 領 

 

 

会 議 名 目     的 開  催  日 

市 長 会 議 

各市相互間の情報交換を行い、意

思の疎通を図るとともに、市政運営

上の重要課題を研究討議する。また、

会議等を通じ東京都との密接な連絡

調整を図る。 

 

原則として、毎月 25 日及

び必要の都度開催。ただし、

各市の定例会開催月（3､6､9､

12 月）は行わない。 

また、25 日が土・日及び

祝祭日に当たる場合は、その

翌日または翌々日とする。 

 

市 長 会 

役 員 会 
重要事項について、検討協議する。 

原則として、毎月 18 日及

び必要の都度開催。以下、市

長会議に同じ。 

部 会 会 議 

 

当面する重要課題について研究討

議するとともに、施策の促進、財源

の確保等の活動を行う。 

 

必要の都度開催。 

副 市 長 会 議 

 

市長会議の円滑かつ能率的な運営

に資するため、調査研究、資料の収

集を行うとともに、人事労務管理、

給与問題及び当面する諸問題につい

て情報の交換及び研究討議を行う。 

 

必要の都度開催。 

（概ね 5､8､10､2 月） 

市 区 長 会 議 

 

全国市長会を通じた国等への要

望・意見具申・その他必要な事項に

ついての調査研究及び連絡調整を行

う。 

 

総会は年 1 回開催。 

役員会は年 3 回開催。 

（概ね 4､10､2 月） 
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東京都市長会関連助成金一覧 

名   称 事業主旨 助成額、助成対象 

(1) 附属協議会補助金 市長会附属協議会の運営補助 
会議室使用料は、実費相当分 

講師謝礼等は、3,400～13,000 円 

(2) 多摩・島しょ 

広域連携活動助成金 

多摩・島しょ地域の 39市町村のうち、複数の市町村が立ち上げる新たな連

携活動の支援、既存の連携活動の活性化、市町村職員の交流及び人材育成を

図り、多摩・島しょ地域の魅力を高める。 

［助成対象事業区分］ 

① 子ども体験塾 

18 歳以下の子どもを対象とした高度で大規模な感動体験を提供する事業 

② 観光振興連携活動＜助成年限：５年＞ 

多摩･島しょの魅力を高める事業であって、多摩・島しょ地域の観光振興

に資する事業 

③ 一般連携活動＜助成年限：５年＞ 

①、②を除く事業 

１連携組織につき、 

① 連携する多摩・島しょ地域の市町村数や人口

により年間 1,200 万円以内（助成率 8/10） 

② 事業計画期間における総額として、 

上限500万円×事業計画年数（最大2,500万円） 

（助成率 10/10） 

③ １～３年目：年間 500 万円以内 

（助成率 10/10） 

４～５年目：年間 250 万円以内 

（助成率 1/2） 

 

 

(3) 多摩・島しょ 

スポーツ習慣定着促進 

事業助成金 

 

※令和３年度で終了 

多摩･島しょ地域の39市町村が実施する、住民が日常的にスポーツに親しみ、

取り組むことを習慣として定着させ、健康増進を図ることを推進する事業を

支援することにより、多摩・島しょ地域のまちの活性化及び魅力を高める。 

［助成対象事業区分］ 

① 継続的な子どもの体力・運動能力の向上に資する事業 

② 子どもの競技力の向上に資する事業 

③ 障害者スポーツ、ニュースポーツの振興及び理解促進に資する事業 

④ 運動習慣の定着に資する事業 

１市町村につき、 

①から③までの合計で年間 150 万円以内 

④は年間 50 万円以内 

（助成率 10/10） 

(4) みどり東京・温暖化防止

プロジェクト助成金 

62 市区町村が実施する自然環境保護や地球温暖化防止を目的とする各種事

業に対する助成 

１市区町村につき、年間 100 万円以内 

（助成率 10/10） 

(5) 東京 2020 オリンピッ

ク・パラリンピック競技大

会機運醸成等事業助成金 

62 市区町村が実施する、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会

に向けた各種事業の成果を引き継ぐとともに、開催直前の更なる機運醸成と

大会後のレガシー活用を図るための事業に対する助成 

１市区町村につき、200 万円以内 

（助成率 10/10） 

 

- 41 -



２ 協議事項 

 

（３）「令和３年度東京都市長会主要行事日程（案）」について 

 

１ 東京都市区長会関係 

 

  ○ 市区長会 総 会 

     開催日時 令和３年４月 23 日（金） 午後４時 40 分 

     開催場所 ホテルメトロポリタンエドモント 

 

  ○ 市区長会 役員会 

   ・第１回 

  開催日時 令和３年４月 23 日（金） 午後４時 00 分 

     開催場所 ホテルメトロポリタンエドモント 

   ・第２回 

開催日時 令和３年 10 月５日（火） 午後３時 00 分 

     開催場所 東京区政会館 

   ・第３回 

 開催日時 令和４年２月１日（火）   午後３時 00 分 

 開催場所 東京自治会館 

 

 

２ 全国市長会関東支部関係 

 

  ○ 第 110 回全国市長会関東支部総会 

     開催都県 栃木県 

     開催日時 令和３年５月 20 日（木） 午前 10 時 00 分 

     開催場所 栃木県宇都宮市「栃木県総合文化センター」 

 

  ○ 役員会 

     開催日時 令和３年４月７日（水） 午前 11 時 00 分 

     開催場所 東京都千代田区「ルポール麹町」 

 

     開催日時 令和３年５月 19 日（水） 午後１時 30 分 

     開催場所 栃木県宇都宮市「宇都宮東武ホテルグランデ」 

 

     開催日時 令和３年 10 月 21 日（木） 午後 1 時 30 分 

～22 日（金） 

     開催場所 栃木県  開催市・会場は調整中 
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３ 全国市長会関係（主な会議） 
 

  ○ 第 91 回全国市長会議総会 

     開催日時 令和３年６月９日（水） 午前 10 時 00 分 

     開催場所 東京都千代田区「ホテルニューオータニ」 

 

  ○ 第 83 回全国都市問題会議 

     開催日時 令和３年 10 月７日（木）～８日（金） 

     開催場所 兵庫県姫路市「アクリエひめじ」 
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＜◎～全市長対象　○～役員市長対象　□～特定市長対象　△～局長対象＞

○18

◎25

17(特別) 26 16(特別)

1 4
23 8 24 5

8 8 9 7.8 17 18

21 19 20 24

14 22

5 1

1 15 21

10 13 25 26 下旬 上旬 下旬 12 2 3 3 29 上旬 上旬 8 未定 8 19 上旬 8

令和３年度東京都市長会主要行事予定一覧（案）

月 4 5 6 7 8 9 10

特　別 16(特別)

総・文 予
算
要
望
関
係

3

全体会 ◎22 ◎25 ◎21 ◎20 ◎26 ◎25 ◎25

○18 ○16 ○16

11 12 1 2

研修会副市長会 10 6

6
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環　境 1

建　設 1

1 部
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同
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直
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会
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ラ
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市
町
村
共
同
事
業
ヒ
ア
リ
ン
グ

北
京
市
区
交
流
事
業

(

訪
日

)

市
町
村
共
同
事
業
選
定
委
員
会

東
久
留
米
市
長
任
期
満
了

中～下旬

・
要
望
説
明
会

共
済
保
険
担
当
者
会
議

ヒ
ア
リ
ン
グ

18～24

振
興
協
会
理
事
会

オ
ー

ル
東
京
６
２
推
進
会
議

武
蔵
野
市
長
　
任
期
満
了

全
体
会

◎◎
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２ 協議事項 

 

（４）「令和３年度東京都市長会一般会計歳入歳出予算（案）」について 

 

 

令和３年度東京都市長会一般会計歳入歳出予算（案） 

 

 

令和３年度東京都市長会の予算は、次に定めるところによる。 

 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 5 億 7,707 万 4 千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「歳入歳出予

算」による。 

 

（歳出予算の流用） 

第２条 歳出予算の各項に計上した経費に係る予算額に過不足を生じた

場合には、同一款内の各項の間において、これらの経費の金額を流用

することができる。 
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(単位：千円)

令和3年度予算額 令和2年度予算額 比 較 増 減

1. 90,762 82,650 8,112

2. 15,000 15,000 0

3. 470,800 468,910 1,890

4. 511 527 △ 16

5. 1 1 0

577,074 567,088 9,986

2  歳　出

(単位：千円)

令和3年度予算額 令和2年度予算額 比 較 増 減

1. 1,000 1,000 0

2. 110,477 110,305 172

3. 32,725 22,795 9,930

4. 430,900 431,010 △ 110

5. 972 978 △ 6

6. 1,000 1,000 0

577,074 567,088 9,986歳  出  合  計

　積　立　金

　予　備　費

　事　業　費

款

　会　議　費

　事 務 所 費

　負担金及び補助金

令和3年度東京都市長会一般会計歳入歳出予算（案）

　繰　越　金

1 歳　入

歳  入  合  計

　繰　入　金

　雑　収　入

款

　分　担　金

　助　成　金  
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1  歳　　入

款

1.

・均等割　１市当たり　　500,000円

・人口割　１人当たり　　　 　11円

2.

3.

東京都区市町村振興協会助成金

・

・

・

・

・

4.

・全国都市職員災害共済会加入促進費

・全国市長会保険加入促進費

・各種保険担当者会議負担金

5.

令和3年度東京都市長会一般会計歳入歳出予算（案）　事項別明細書
(単位：千円）

　一般分担金

　会長市特別分担金

0

8,047

15,000 15,000

19,691

比 較 増 減説 明
科 目

項
令和3年度
予算額

令和2年度
予算額

　分　担　金 90,762 8,11282,650

1. 一般分担金

65

3. 雑収入 498 511

　財政調整基金等から生じる預金利子 12 152. 財産運用収入 △ 3

　雑　収　入 △ 16

0　歳計現金から生じる預金利子

△ 13

1 1

511

　雑収入

　繰　越　金

2. 特別分担金 12,000 12,000 0

0

3. その他分担金

284

7

289

20

△ 5

△ 13

　助成金

1. 預金利子

527

1. 繰越金 15,000 15,000

1. 助成金

　助　成　金

北京市区交流事業(訪日)

39市町村共同事業推進費

269,500

86,500

10,000

468,910

2,800

1. 基金繰入金

　繰　入　金

9,986567,088

1 0

202 5

1

1 1 0

207

歳入合計 577,074

13,000 13,000 0

59,006 65

46,071 46,006

59,071

 ア 多摩島しょ広域連携活動助成事業

11,644　軽自動車税申告書受付業務取扱分担金等

470,800 468,910 1,890

1,890

2,000

470,800

6,890

7,890

468,910

3,000

△ 10,00020,000

 イ 多摩島しょスポーツ習慣定着促進事業助成事業

83,500

0

△ 1,000

1,890

261,610

48,000 49,000

470,800

多摩26市自治推進事業

ペーパーレス化・デジタル化推進費

オール東京62市区町村共同事業推進費 52,000 52,000

4,800

310,610317,500
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2  歳　　出

款

1.

2.

 職員人件費

　　・職員手当等　　　　　　　　　　　　　　 23,939・職員手当等

・用紙等消耗品費

・事業報告書等印刷製本費

・電話料、郵便料

・ホームページ管理等委託料等

・複写機使用料、車借上料等

・備品購入費

3.

 各種負担金

(単位：千円）

・部落解放・人権文化フォーラム助成金

19,734 10,047

1,200

2,0002,800

1,000

400

 会議費

0

0

16,195 △ 99

0

0

0・役員会議 200 200

科 目 令和３年度
予算額

令和２年度
予算額

比 較 増 減説 明
項

　会　議　費 1,000 1,000 0

400 0・市長会議

1. 会議費 1,000 1,000 0

400

1. 給与費 97,584 95,473

100

2,111

　事 務 所 費 110,477

0

110,305 172

100

200

0

0

・部会会議 100

100・副市長会議

・その他の会議 200

42,593 △ 886

（職員１０名分）

36,685 3,096

41,707

39,781

・給料

1,200

16,096・共済費

3. 交際費

2. 旅　費

 会長交際費（香料等）

3,479

13,13211,193

1,139

500500

 事務連絡等旅費

785

1,080

 需用費

2,552

1,800 △ 900

△ 101

48

2,577 0

3,400

△ 1,939

△ 59

△ 927

737

4. 需用費

2,577

3,299

900

22,795 9,930

0

3,640 0

0

10,927 8,047

517

18,974

517

150

3,640

1. 負担金及び補助金

150

　負担金及び補助金 32,725

・（一財）地域活性化センター年会費

29,781

・軽自動車税申告書受付業務取扱負担金

・軽自動車車両情報取扱負担金

・都市町村協議会負担金

・東京都障害者スポーツ大会助成金

 市長会附属協議会会場使用料等補助金

・各種団体助成金等

2,944

4,800

1,000

・北京市区交流事業負担金(訪日)

300

0

300

400

3,061 △ 117
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款

4.

 副市長会研修費

　　・助役会研修費　　　　　 　　　　　　　　　 500

 市長会調査研究費

　　・各部会調査研究費　　　　　 　　　　　 1,000

5.

・退職手当資金積立金

・財政調整基金積立金

6.

(単位：千円）

△ 6 積立金

2. 調査研究費 4,200

3. 政策提言事業

400

978 △ 6

6. ペーパーレス化

3,500 0・交通費・会場借上料等

・多摩島しょスポーツ習慣定着促進事業助成事業費 48,000 49,000 △ 1,000

310,610 39市町村共同事業推進費

　積　立　金

△ 3

　予　備　費 1,000

10

962 △ 3965

577,074 567,088 9,986

1. 予備費

歳出合計

1,000 0

0

1. 積立金

1,000 1,000

972 978

　　推進費

・需用費 500

・調査研究費

13

・デジタル化推進費

972

7,500

・多摩島しょ広域連携活動助成事業費

負担金補助及び交付金

需用費

・デジタル化推進費 2,500 12,600

261,610

4. 39市町村共同事業

10,000

・ペーパーレス化推進費

6,890

△ 100

負担金補助及び交付金 47,800

600

3,000

43,450

0

4,200

42,550

500

400 0

0

3,000

200 300

48,700 △ 900

需用費 500

0

46,450

3,500

比 較 増 減

0

令和３年度
予算額

0

説 明

△ 110

750 0

150

令和２年度
予算額

700

317,500

科 目

45,550

　　推進費

600

・講師謝礼等

・交通費・会場借上料等

　事　業　費 430,900

・旅費

750

150

700

・講師謝礼等

 政策提言事業推進費

1. 研修費

項

20,000

7,400

8,000

△ 10,000

100

269,500

610 △ 110

431,010

7,890

269,000 261,000

△ 10,100

 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会機運醸成事業費

 ペーパーレス化・デジタル化推進費

5. オール東京62市区町村 52,000 52,000 0

　　共同事業推進費 負担金補助及び交付金 52,000 52,000 0
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東京都市長会会長

立川市長清水庄平 様

時下、貴職におかれましてはビ健勝にてご活躍のことと拝察いたします

平素より当協会の実施事業に対しまして格別のご支援とご理解を賜り心より感謝申し上げます。

また、「第21回東京都障害者スポーツ大会」には、助成金を賜り誠に有難うございました。本年

度については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止する観点から5月実施競技と11月以

降にはグランドソフトボール競技、車いすバスケットボール競技、バレーボーノレ競技(精神部門)

が中止となりました。 2月以降ではバレーボール競技(身体部門)の1競技を残しておりますが、

実施に向けて準備をして羚ります。今後の感染拡大状況を見ながら実施可否の判断をしていきます

また、令和2年10月に予定されて松りました、第20回全国障害者スポーツ大会「燃ゆる感動か

ごしま大会」は延期となり、令和5年に「特別全国障害者スポーツ大会」として鹿児島県で開催さ

れることになりました。

さて、令和3年度も東京都との共催により「第22回東京都障害者スポーツ大会」を、第21回

全国障害者スポーツ大会の東京都代表選手選考会を兼ねて開催いたします

つきましては、障害者のスポーツ活動の振興推進のため、本大会への運営助成金の交付を、本年

度に引き続きご配慮賜りますよう何卒お願い申し上げます

令和3年度「第22回東京都障害者スポーツ大会」

の開催に伴う協力助成金の交付依頼について

'、

-32'

第

A

収

公益社団法人東京都障害者スポー

会 白石弥生長

公益社団法人東京都障害者スポーツ協会担当武川・村松

T乱03 (520田 5586 F脳03 (520田 5587

E mail: h takekawa2舵0@tsad. or. jp

3都ス協推第16・③号

和 3年1月7日

1訟閣逗)込、

1言1委栗重i
'昆1/、禹ヨm心
・樋郊譜1薗
,ニ、遡"__1曾阜111Lil

内容

(1)申

Ⅱ 添付書類

請額

(D 第22回東京都障害者スポーツ大会実施要領(案)

(2)第21回東京都障害者スポーツ大会実施概要・パンフレット

(3)公益社団法人東京都障害者スポーツ協会定款・役員名簿

④令和2年度公益社団法人東京都障害者スポーツ協会事業計画

⑤第22回東京都障害者スポーツ大会事業予算(案)

⑥公益社団法人東京都障害者スポーツ協会会報

お問合せ先

一金 100万円

令

.
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東京都市長会会長清水庄平殿

「部落解放・人権文化フォーラム2021」助成金申請書

平素から部落差別撤廃のための人権教育・啓発活動にご支援・ご協力を賜り、誠に有難

うございます。

部落解放・人権文化フォーラム実行委員会は2021年11月29日明)、「部落解放・人権

文化フォーラム202U を開催いたします。この集会は部落差別をなくし、あらゆる差別を

なくすための人権教育・啓発活動を推進することを目的にひらくものです。

部落差別による「全国部落調査」復刻版出版事件、差別脅迫事件、土地差別調査事件、

差別身元調査事件、インターネットによる差別書き込み、差別落や差別張り紙など、東

京では部落差別によって被差別部落出身者の結婚や就職、社会生活を疎外する差別事件が

多数起こっています。

2016年12月には部落差別解消推進法が制定されましナニ。部落差別を解消するための教

育・研修・啓発を推進することが重要です。そうした状況を踏まえて、本研究集会が部落

差別の完全撤廃と人権確立に向けた理論研究と実践交流の場になれぱと考えております。

そこで、有意義な研究集会が出来ますように、助成金30万円を交付下さいますように、

下記の書類を添付して申請いたします。

収

部落解放・人権文化フォーラム

藤本忠夢、実行委員長

' 、

-3

第

A

^

2021年.
麺

口座振込上記の金額を下記の口座へお振り込み下さい。

東京信用金庫浅草支店普通預金

口座番号 4007935

名義人名部落解放・人権文化フォーラム藤本忠義

^^
^告

語

【添付書類】

1.研究集会企画(趣意書、研究集会概要、プログラム、予算

2.助成金請求

3.実行委員会名簸(構成団体の概要)

戸
,
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２ 協議事項 

 

（５）「各種審議会委員等の推せん」について 

 

① 丸山 西東京市長の退任に伴う委員等の推せん 

団 体 名 任 期 新委員名 備 考 

東京都震災復興 

検討委員会 

（53 ページ） 

委嘱の日 

～ 

 4. 9.30 

 委 員 

 

 

 

② 新たな委員等の推せん 

団 体 名 任 期 新委員名 備 考 

第六期東京都男女

平等参画審議会 

（54、55 ページ） 

委嘱の日 

～ 

２年間 

 委 員 

 

 

 

③ 藤野 前 武蔵村山市長の逝去に伴う委員等の推せん 

団 体 名 任 期 新委員名 備 考 

東京都防災会議 

（56 ページ） 

承諾の日 

～ 

 4.10.15 

(前任者の残任期間) 

 委 員 

 

 

 

④ 藤野 前 武蔵村山市長の逝去に伴う東京都市区長会役員推せん 

団 体 名 現委員名 新委員名 備 考 

東京都市区長会 監 事 ―   

※ 任期：2021 年度総会まで 
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東京都市長会会長殿

東京都震災復興検討委員会委員の推薦について(依頼)

東京都の震災復興対策につきまして、日ごろから御理解と御協力を賜り深く感謝申

し上げます。

さて、貴会からの御推薦により、東京都市長会代表として委員に御就任いただいてお

ります西東京市長から、令和3年2月17日をもって東京都震災復興検討委員会委員を

退任するとの意向が示されました。

つきましては、御多忙の折誠に恐れ入りますが、下記のとおり後任委員の御推薦方、

よろしくぉ願いいたします。

-3,1.19

3秀ユ29 ^・

収史
2総防管第3212号

令和3年1月180

東京都総務局長

1 委嘱役職名

2 推薦人員数

,1、§1三1'ゞ;、气山手

蓬1頬活邑

3 委員の任期

東京都震災復興検討委員会委員

市長1名

戸一ーーーつC^ー

1藤二嘉Jてむ1そ吏

記

令和4年9月30日まで(前任者の残任期間)

<担当>

東京都総務局総合防災部防災管理課復興企画担当

担当:嶋野・田頭

直通:03・5388-2587 F A X :03・5388・1270

Email: Kouhei_Ta宮ashira@member.metro.tokyo.jp

会、
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東京都市長会
会長清水庄平様

時下ますます御清栄のこととお喜び申し上げます。

日頃から都政及び男女平等参画施策に御理解、御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
東京都は、男女平等参画社会の実現を目指し、平成12年に制定した「東京都男女平等参画

基本条伊1」に基づき「東京都男女平等参画推進総合計画」を策定し、総合的かつ計画的に男女

平等参画施策を推進しております。

この計画は、女性活躍推進法に基づく「東京都女性活躍推進計画」と配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に関する法律'に基づく「東京都配偶者暴力対策基本計画」からなり、男女

平等参画の促進に関する都の施策及び都民・事業者の取組を推進するための行動計画と位置付

けられております。

これらの計画期間が令和3年度末で終了することから、計画の改定にあたっての基本的な考

え方等について御議論をいただく附属機関として、この度、第六期東京都男女平等参画審議会

を発足させます。

つきましては、御多忙中誠に恐縮ですが、貴会から委員の御推薦をいただきたく、下記のと

おり御依頼申し上げます。

第六期東京都男女平等参画審議会委員の推薦について(依頼)

六長A

-3.2,15

^ 2Sヌ^

収

2生都平第284号

令和3年2月12日

東京都知事

小池百合

1 名称

東京都男女平等参画審議会

2 推薦委員の人数

1名

3 任期

委嘱の日から2年

4 根拠

東京都男女平等参画基本条例第15条及び第16条

東京都男女平等参画審議会運営要綱第2

5 報酬等

会議出席1回あたり 23,

その他、交通実費を支給

記

2 0 0円(予定)
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推薦方法

御推薦いただく委員の御役1脚御氏名等を記載した「推薦書」(任意の様式で構いません。
を、 2月26日(金曜印までに、下記扣当まで御提出ください。

.....................................................

(参考)

第六期東京都男女平等参画審議会について

【委員構成】

企業経営経験者、学識経験者、団体推薦委員、都議会議員など25名以内を予定1

【開催予定】

令和3年度総会・年4回(第1回総会は3月または4月開催を予定)

●●●●●●■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●................................................

....................................................................................

..................................................................

事務局

東京都生活文化局都民生活部男女平等参画課
担当加藤・岡田

〒163-8001東京都新宿区西新宿二丁目 8番1号
亀話 03-5388-3189 (ダイヤルイン)

船一532卜11H 内線 29-161

E-mail : SO00備78@sec tion.皿e tro. tok o
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東京都市長会

会長清水

難U

庄平殿

東京都の防災対策につきまして、日頃から格別の御協力をいただき深く感謝いたします。

さて、東京都においては、総合的かつ計画的な防災行政の推進を図るため、災害対策基

本法に基づき、東京都防災会議を設置して、関係防災機関からも同会議の委員に御就任い

ただき、専門的な立場からご助言をいただいているところです。

貴会からも武蔵村山市長である藤野勝氏を御推薦いただき、令和4年10月15日までを

任期として東京都防災会議委員に御就任いただいているところですが、このたび藤野氏が

御逝去されたことに伴い、御後任の委員の選任が必要になっております。

つきましては、下記のとおり委員の推薦について、よろしくお願いいたします。

゛、

-3,2' 16

第 2占、

東京都防災会議委員の推薦について(依頼)

2総防計第574号

令和3年2月16日

東京都防災会議会長

,会示小池百合

誓,圭宗活昌

委嘱役職名

2 推薦人員数

3 任

東京都防災会議委員

期

1名

記

本人承諾の日から令和4年10月15日まで

【連絡先】

東京都防災会議事務局白倉、弘法

(東京都総務局総合防災部防災計画課計画調整担当)

〒163-8001

東京都新宿区西新宿2-8-1都庁第一本庁舎 H 階

電話:03-5320-7625 F腿:03-5388-1270

E-ma il: M ich io_K0此OU@配mbe r. me t ro.10kyo. jp

収

- 56 -



３ 報告事項 

 

（１）「会長専決処分」について 

 

① その他の委員推せん 

 

団 体 名 現任期 延長任期 委員名 備 考 

東京都税制調査会 

（58 ページ） 

 1. 5. 1 

～ 

 3. 3.31 

 3. 4. 1 

～ 

 4. 3.31 

立川市長 委 員 

 

 

 

 
② 後援依頼等について 

 

行事等の名称 申  請  者 実施時期等 依頼内容 

第 22 回東京都障害者 

スポーツ大会 

公益社団法人 

東京都障害者 

スポーツ協会 

 3. 5.15 

～ 

 4. 2.23 

後援名義使用 
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清水庄平

東京都税制調査会委員の任期延長にっいて(依頼)

平素より東京都の税務行政の推進に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。

さて、清水様に委員に御就任いただいている第7期東京都税制調査会にっきましては、
新型コロナウィルス感染症の影響により任期を1年延長し、令和4年3月31日までとさ

せていただくこととなりました(令和2年12月24日付けで東京都税制調査会設置要綱
を一部改正)。

つきましては、清水様に下記により引き続き当調査会の委員に御就任いただき、・専門

的な見地から御意見を賜りたいと存'じます。

御多忙中恐縮ですが_、お引き受けいただける場合には、別添の「承諾書」に御記入い

ただき、返信用封筒にて2月26日(金曜日)までに御返送いただければ幸いです。

様

夙 A

'-3,2,-3
第・ 2.y2、号'

収受

2 主税調第 57 号

令和3年2月1日

1

東京都主税局税制部長

(公印省略)

検討事項

2 開催回数

任期延長期間

報酬等

3

地方分権の時代にふさわしい地方税制、国・地方を通じた

税制全体のあり方、その他これらに関連する諸制度にっいて

調査会:年3回程度、小委員会:年5回程度

令和3年4月1日から令和4年3月31日まで

1回あたり金23,200円及び交通費(実費)

(令和2年度の金額です。)

4

(連絡先)

〒163-8001 新宿区西新宿二丁目8番1号

東京都主税局税制部

税制調査課長

事務担当者

工藤匝03・5388・2910

廣瀬偸,03・5388・2989

記
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３ 報告事項 

 

（２）「各種団体からの要請」について 

 

・「新型コロナウイルスワクチン接種におけるタクシーの利活用に 

関するお願い」 

要請団体：一般社団法人 東京ハイヤー・タクシー協会 

資料 ４ 
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東 都

長

市長会

立川市長

-3,

第

長会

2,17

新型コロナウイルスワクチン接種におけるタクシーの利活用に関するお願い

清水庄平様

時下、益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。

また、平素より、自治体の皆様はじめ市民の皆様には機会あるごとにタクシー

をご利用いただき有難うございます。

さて、新型コロナウイルス感染拡大防止に向け、ワクチン接種が各市の医療機
関や接種会場等で行われると灰聞しております。

このワクチン接種については、別添のとおり、国士交通省からの協力要請もあ

り、自治体の皆様、市民の皆様からの接種会場等への運行依頼があった際には会

員各社と連携して積極的に対応してまいる所存です。

特にタクシーは、換気性能に優れ、乗務員もマスクの着用、手洗い、消毒を徹

底しており、車内についても日常の消毒はもとより感染防止シートを装着する

など新型コロナウイルスの感染防止に積極的に取り組んでおります。

また、タクシーはドア・ツー・ドアの機動性があり、医療関係者をはじめ、高

齢者や移動制約者、移動手段のない子育て世代、交通不便地域の方々等を他の交

通機関に乗り換えることなく、安全、安心、円滑に接種会場まで送迎することが

可能です。

こういったタクシーの特性をご理解いただき、ワクチン接種にあたり、各市に、

おいて、タクシーの利用を接種者にご案内いただくとともに、ワクチン接種の円

滑な実施に向け、タクシー利用者への支援策をご検討いただければ幸甚です。

なお、本件に関する問合せ並びにタクシー利用に関するご相談は当協会まで

お願いします

東タク協発第31

令和3年2月

一般社団法人 東京ハイヤー・

会長 川

5号の2

1 6日

/

一般社団法人東京ハイヤー・

T飢03-3264-8080 担当門

タクシー協会

井・小池・北御門

、
L
.
琳
 
U

太
ミ

1
七
.

、
.
了

会協シク
鍋

タ

京

号8
受

ゞ
収
ユ
収

京

会
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４ その他 
 

（１）「オール東京62市区町村共同事業『みどり東京・温暖化防止 

プロジェクト』」について 

資料 ５ 
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普及
啓発

連携体
制構築

行動の
場づくり

①温室効果ガス標
準算定手法の共有
化推進

○62市区町村の温室効果
ガスの排出量を算定し、
その結果を公表する。
○市区町村ごとのデータ
分析を積み重ねる。

○プレス発表（５月21日）
○算定ソフトの操作及び活用に関す
る解説資料の送付（６月30日）
○自治体ヒアリング（11月～12月：
世田谷区、葛飾区、多摩市、青梅
市）
○東京都に、各市区町村の算定に必
要なデータを要請（１月７日）
○62市区町村の2018（平成30）年度
温室効果ガスの排出量算定と結果の
公表（３月下旬予定）

2,002 ○ ○

②各団体の実施す
る事業との連携

○62市区町村の実施事業
に、１市区町村100万円を
限度として助成する。
○各自治体の成果をホー
ムページ上でPRしてい
く。

○助成金100万円
・区部：23区交付済み（７月31日）
・市町村部：38市町村に交付済み
（７月29日）

6,200 ○ ○ ○

③ホームページの
維持管理・コンテ
ンツの充実

○HP「ECOネット東京６
２」を適宜更新し、「環
境事業紹介」「環境イン
フォメーション」等のコ
ンテンツを充実してオー
ル東京６２市区町村共同
事業の普及・啓発に努め
る。

○既存コンテンツの更新・追加
・本プロジェクト各事業の紹介
・環境事業紹介、環境インフォ
　メーション　等

837 ○ ○ ○

④気候変動への適
応策に関する調査
研究

○従来の「緩和策」に加
え、各自治体が効果的に
「適応策」を実施・推進
できるよう調査研究を行
う。

○第１回研究会（Web配信）
（７月31日～８月14日）
○第２回研究会
（集合形式、Web配信も併用）
（８月28日）
○第３回研究会
（集合形式、Web配信も併用）
（12月17日）
○第４回研究会（Web配信）
（２月１～28日）

1,577 ○ ○

⑤市民協働型温暖
化対策実行計画推
進研究会の設置・
運営

○各団体における実行計
画の策定に資するための
取組事例等を研究すると
ともに本プロジェクトの
総合的なＰＲ策を展開す
る。

○研究会（8月4日、12月23日）
○GHG検討部会（8月31日、11月26
日）
「自治体における再生可能エネル
ギー電力調達手法に関する調査・研
究」、「地域外からの再生可能エネ
ルギー電力調達の拡大可能性に関す
るモデル研究」
○ＰＲ検討部会（9月3日、11月19
日）
「気づかずに拡散する普及啓発手法
の調査・研究」、「環境普及啓発施
設の利活用推進に関する研究」、
「温暖化対策を中心とした東京オ
リ・パラ会場周辺見所マップの作
成」
※研究会及び検討部会とも、一部自
治体はWEB会議システムにより参加

2,502 ○ ○ ○

13,118

主　な  事　業　内　容事　業　名

合　　　計

令和２年度 オール東京６２市区町村共同事業
「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」進捗状況

　３つの行動
予算額
(万円)

進　捗　状　況

助成金

資 料 ５
令 和 ３ 年 ２ 月

(公財)東京市町村自治調査会
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令和３年度 令和２年度 増減
普及
啓発

連携体
制構築

行動の
場づく

り

①温室効果ガ
ス標準算定手
法の共有化推
進

○62市区町村の温室効果ガス
の排出量を算定し、その結果
を公表する。
○市区町村ごとのデータ活用
を支援する。

2,088万円 2,002万円 86万円 継続 ○ ○

②各団体の実
施する事業と
の連携

○62市区町村の実施事業に、
１市区町村100万円を限度とし
て助成する。
○各自治体の成果をホーム
ページ上でPRしていく。

6,200万円 6,200万円 0 継続 ○ ○ ○

③ホームペー
ジの維持管理

○HP「ECOネット東京６２」を
適宜更新し、「環境事業紹
介」「環境インフォメーショ
ン」等のコンテンツを充実し
てオール東京６２市区町村共
同事業の普及・啓発に努め
る。

967万円 837万円 130万円 継続 ○ ○ ○

④気候変動対
策に関する調
査研究

○「脱炭素」を目指す「緩和
策」と「適応計画」策定に向
けた「適応策」を推進する調
査研究を分科会形式により実
施する。

2,069万円 － 2,069万円 新規 ○ ○

⑤オール東京
62環境担当者
研修会

〇各団体の実情ニーズに配慮
し、複数のテーマを用意す
る。
〇情報共有の場の設定、地理
的な要因からの参加の困難さ
を解消するためのリモート方
式等の活用を行う。

727万円 － 727万円 新規 ○ ○

⑥市区町村等
主催イベント
でのPR、普及
啓発展示

〇62市区町村等が主催するイ
ベントの会場内でのEプロのPR
やCO2削減につながる活動の普
及啓発を行う（10回程度/
年）。

1,387万円 － 1,387万円 新規 ○ ○ ○

⑦気候変動へ
の適応策に関
する調査研究

〇従来の「緩和策」に加え、
各自治体が効果的に「適応
策」を実施・推進できるよう
調査研究を行う。

－ 1,577万円 △ 1,577万円 廃止 ○ ○

⑧市民協働型
温暖化対策実
行計画推進研
究会の設置・
運営

〇各団体における実行計画の
策定に資するための取組み事
例等を研究するとともに本プ
ロジェクトの総合的なＰＲ策
を展開する。

－ 2,502万円 △ 2,502万円 廃止 ○ ○ ○

13,438万円 13,118万円 320万円合　　計

令和３年度 オール東京６２市区町村共同事業

「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」事業

　東京の基礎自治体である62市区町村は、平成19年度から「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」を立ち上げ、共
同・連携して様々な取り組みを行ってきた。
　令和３年度は、同２年10月に決定した「令和３年度以降の方向性について（事業検証報告書）」に基づき、国の環
境施策の動向等を踏まえながら、より効果的な事業を実施していく。

事　業　名 主　な  事　業　内　容
予算額

区分
　３つの行動

（助成金） （助成金）
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４ その他 

 

（２）「２月25日開催の第８回市長会議議案審議事項（案）」について 
 
 
１ 東京都等からの連絡事項 

 

（１）「赤十字活動並びに活動資金募集へのご協力のお願い」について 

 

（２）「『未来の東京』戦略（案）」について 

 

（３）「令和３年度東京都予算案の概要」について 

 

（４）「新しい多摩振興に係るプランの策定」について 
 
 
２ 議案審議事項 

 

議案第１号「東京都市長会役員改選」について 

 

議案第２号「令和３年度以降の政策テーマの選定」について 

 

議案第３号「令和３年度東京都市長会事業計画（案）」について 

 

議案第４号「令和３年度東京都市長会主要行事日程（案）」について 

 

議案第５号「令和３年度東京都市長会一般会計歳入歳出予算（案）」 

について 

 

議案第６号「各種審議会委員等の推せん」について 
 
 
３ 報告事項 

 

（１）「会長専決処分」について 

 

（２）「各種団体からの要請」について 

 

（３）「『多摩地域が一体で取り組む観光地域づくり』の推進に向けた 

取組の総括」について 

 

（４）「多摩・島しょスポーツ習慣定着促進事業助成事業の検証」について 
 
 
４ その他 

 

（１）「オール東京 62 市区町村共同事業『みどり東京・温暖化防止 

プロジェクト』」について 
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